
 －15－

           平成３０年第８回野洲市議会定例会会議録 

招集年月日      平成３０年１２月６日 

招 集 場 所      野洲市役所議場 

応 招 議 員       １番 東郷 克己     ２番 山﨑 敦志 

            ４番 橋  俊明     ５番 坂口 重良 

            ６番 岩井智惠子     ７番 津村 俊二 

            ８番 矢野 隆行     ９番 田中 陽介 

           １０番 稲垣 誠亮    １１番 山本  剛 

           １２番 鈴木 市朗    １３番 工藤 義明 

           １４番 野並 享子    １５番 東郷 正明 

           １６番 北村五十鈴    １７番 荒川 泰宏 

           １８番 立入三千男 

不応招議員       ３番 長谷川崇朗 

出 席 議 員      応招議員に同じ 

欠 席 議 員      不応招議員に同じ 

地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席を求めた者の職氏名 

   市 長  山仲  善彰     教 育 長  西村   健 
 
                      総 務 部 長    政策調整部長  竹中   宏             小山 日出夫 
                      選挙管理委員会書記長 

   市 民 部 長  田中  千晴     健康福祉部長  高橋  謙二 
 
   健康福祉部政策監            赤坂  悦男     都市建設部長  三上  忠宏 
   （高齢者・子育て支援担当） 

   環境経済部長  遠藤  由隆     教 育 部 長  吉川  武克 

   政策調整部次長  吉田  和司     総 務 部 次 長  川端 貴美子 

   広報秘書課長  北脇  康久     総 務 課 長     昭典 

 

出席した事務局職員の氏名 

   事 務 局 長  瀬川  俊英     事 務 局 次 長  遠藤 総一郎 

   書 記  吉川 加代子     書 記  坂口   稔 

 

 



 －16－

議事日程 

         諸般の報告 

      第１ 会議録署名議員の指名 

      第２ 議第１０３号から議第１２５号まで 

         （平成３０年度野洲市一般会計補正予算（第９号） 他２２件） 

          質疑 

      第３ 議第１０３号から議第１２５号まで 

         （平成３０年度野洲市一般会計補正予算（第９号） 他２２件） 

          常任委員会付託 

      第４ 発議第４号 

         （野洲市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて） 

          質疑 

      第５ 発議第４号 

         （野洲市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて） 

          常任委員会付託 

      第６ 請願第３号 

         （療育（知的障がい）手帳の更新手続きの改善について） 

          常任委員会付託 

      第７ 一般質問 

 

開議       午前９時００分 

議事の経過 

（再開） 

○議長（橋 俊明君） （午前９時００分） 皆さん、おはようございます。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 日程に入るに先立ち、諸般の報告を行います。 

 出席議員は１７人、欠員議員１人、欠席議員は第３番、長谷川崇朗議員であります。 

 次に、本日の議事日程は既に配付いたしました議事日程のとおりであります。 
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 また、本定例会に説明員として出席通知のあった者の職氏名は、お手元の文書のとおり

でありますので、ご了承願います。 

 （日程第１） 

○議長（橋 俊明君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定により第１７番、荒川泰宏議員、第１８

番、立入三千男議員を指名いたします。 

 （日程第２） 

○議長（橋 俊明君） 日程第２、議第１０３号から議第１２５号まで、平成３０年度野

洲市一般会計補正予算（第９号）他２２件を一括議題といたします。 

 これより質疑に移ります。 

 議案質疑に通告書がお手元に配付した一覧表のとおり提出されておりますので、発言を

許します。 

 第１４番、野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） おはようございます。 

 議第１１２号野洲市工場立地法準則条例についての議案質疑を行います。９，０００平

米以上の敷地面積の工場の緑地面積をこれまでの２０％から１０％に削減する内容であり、

さらに環境施設面積を２５％から１５％にする内容であります。また、この変更とあわせ、

市街化調整区域においても同様の基準にするものであります。 

 これほどの緩和をしている市は県内にはありません。守山市や大津市や甲賀市で国基準

を緩和していますが、第２種の準工業地域においては緑地１５％、市街化調整区域の緑地

は大津や甲賀市では第１種区域の住居、商業地域と同様であります。住居地域と市街化調

整区域が同じ基準というのは、環境を配慮することが基本にあるからです。 

 野洲市の場合、住居地域の隣に工業専用地域が存在するまちづくりとなっています。こ

のような状況があるため、緑地の割合を１０％にするのは企業優先のまちづくりではない

か、市長に見解を求めたいと思います。 

 次に第２点目、オムロンが平成３０年７月３０日に建築計画書が県に出され、工場建設

が行われています。２，９４１．５５平方メートルの増築計画であり、建蔽率は４５．９

９％になります。オムロンの建築可能な敷地は６０％です。工場内を走る道路や消防用の

通路もあり、これ以上建設する用地はありません。 

 これまで緑地や駐車場になっていた敷地に高さ３７メートル、７階建ての工場建設が今
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進んでいます。今回の改定で１０％になれば、緑地の面積は４，２００平米で済みます。

重複緑地算入となれば１，０５０平米も緑地算入ができ、実質の緑地は３，１５０平方メ

ートルでクリアできます。水路沿いにある緑地で十分クリアでき、緑地の幅を減らすこと

も可能であります。 

 現在の緑地面積は８，４１０平方メートルであり、差し引き、約５，０００平方メート

ルの緑地は全て駐車場にすることができますが、見解を求めたいと思います。 

 次に３点目、京セラの建蔽率は現在３３．５５％です。緑地が１０％になれば１万９，

８２０平方メートルで済みます。現在、４万７，０００平方メートルの緑地であり、２万

７，１８０平方メートルの増築や駐車場にしていくことが可能です。敷地周りの緑地の幅

も削減可能です。 

 要綱案で特定工場周辺の生活環境への配慮に関する計画書を市長に提出しなければなら

ない、周辺地域からの意見を聞き、質の高い緑地整備としていますが、条例の範囲内の計

画ならとめることは不可能です。企業が市の条例に基づいて削減をしても、何も言うこと

はできないのではないでしょうか。この要綱により、現在ある敷地の周辺の緑地減少に対

し、何か縛りになることがあるのかお伺いをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 議員の皆さん、おはようございます。 

 野並議員の野洲市工場立地法準則条例に関するご質問１点目の企業優先のまちづくりで

はないかというご質問にお答えをいたします。 

 結論から申し上げますと、企業活動の促進にはなりますが、一方では周辺環境に配慮し

た適正な緑地配置等が促されると共に、雇用の安定や創出、地域経済の活性化、ひいては

税収増、また細かいことで言えば、駐車場が事業所内に確保されて、働く方の便宜が高ま

るなど、市民と野洲市の総合的なまちづくりにも効果があり、企業優先のまちづくりとい

ったものではないと考えております。 

 一方では、市民がアクセスできない企業内の緑地よりは、これまでも申し上げておりま

すように、今後は、これまで手薄であった都市公園や公共緑地を計画的にふやしていく方

が健全なまちづくりであり、市民の福祉の向上につながると考えており、決して企業優先

ではなしに、まち全体に資する方策だと考えております。 

 本市の条例案では、周辺地域の環境を守ることを前提に、公平性の観点から緑地面積率

を一律１０％以上、重複緑地の算入率２５％以内としています。この率は、敷地周辺部の
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緑地でみれば、県内他市の緑地面積率１５％以上、重複緑地の算入率５０％以内と、実質

的には同等になり、低い数値とは言えません。他市では重複を認めており、実質的な緑地

の確保にはつながっていません。 

 工業専用地域においては、本市は緑地面積率１０％以上、重複緑地の算入率は県内他市

の半分である２５％以内であり、県内他市は緑地面積率１０％以上、重複緑地の算入率５

０％以内となっており、むしろ本市が高い率となります。 

 さらに、企業・事業所の環境配慮の面では、野洲市生活環境を守り育てる条例に基づき、

個々の企業等と環境保全協定を締結し、その遵守を求めていますし、企業等においても独

自に社会的責任（ＣＳＲ）を果たす活動に取り組まれております。こうした重層的な仕組

みの中で良好な環境が保たれていくべきものと考えています。 

 なお、住居地域と工業専用地域が隣接する状況であるということに関しましては、野洲

駅北口周辺の例で見れば、１９７０年、日本ＩＢＭ野洲事業所が建設を着工した当時は、

周辺には住宅はなく、翌年以降、北口の住宅開発が始まっており、むしろ工場に接して住

宅が開発されていったという状況があると考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） それでは、野並議員の２点目についての見解ということ

でございます。実質的な面積はともあれ、工場敷地を駐車場等に有効活用するのは、本条

例の目的の１つであるということでございます。 

 次に３点目でございます。現在ある敷地の周辺の緑地減少に対し、何か縛りになること

があるのかという点についてお答えします。 

 これまで何度も説明いたしましたように、この要綱案、また先に市民へパブリックコメ

ントを行い、いわば、これはガイドラインに今後なるわけですけれども、増設する際は、

工場敷地を外部にある緑地を減少させて、そこに建物を建てると。工場とか住宅とか学校

とか、そういったとこには現行法と同程度の緑地を維持することと、そういったパブリッ

クコメントの内容でございます。 

 端的な例では、例えば、現行で工場の周辺部に１０％、そして内部に１０％、計２０％

の緑地があるとする場合、建築等する場合はその真ん中の１０％のとこでやってほしいと、

そういった内容でございます。 

 特に、野並さんの不安材料、前から言っておられる不安材料でございますけども、もし、
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今のままだった今の中央部も周辺部も残しますので、それ以外ということになりますので、

実質的に建築できる場所は、むしろ周辺部になっていくという逆効果になるというふうに

思っています。 

 先ほど、企業優先のまちづくりということをおっしゃいましたけども、この観点は周辺

環境をまず守るという観点、そして労働者の未来の雇用、その安心、そういったものを踏

まえてつくったものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 今、ご答弁いただきましたが、企業の働く人の利便性、確かに

駐車場が中にあれば利便性は高いとは思います。しかしながら、まず第１点目、もう一つ、

市街住居地域と市街化調整区域を同じ基準にするということは、他の市と違って、なぜ同

じにされたのか、これは周辺地域への影響がないというふうに想定をされて、こういう形

をとられたのか。 

 どことも市街化調整区域においては工業専用地域よりもより厳しい状況の緑地になって

いるんですけども、野洲の場合は１０％ですよね。大津の場合は２０％、甲賀市でも２０％。

改定をしていない、国の基準どおりのところは当然２０％という形になっていますね。野

洲も以前そうであったと思うんですけど。どうしてこの市街化調整区域を同じ基準にされ

ているんでしょうか。その部分の答弁をお願いしたいと思います。 

 それと、生活環境を守り育てる条例では、９，０００平方メートル以上の事業所の植栽

率は１５％になっております。これは整合性がないというのが、パブリックコメントで出

された方の意見だったと思います。そのパブコメでそういう整合性がないではないかとい

う形で意見を出されたことに対して、この市の考え方は生活環境を守り育てる条例は努力

規定であり、今回の条例改正で植栽率を下げる見直しを予定しているというふうに、これ

回答をされているんです。 

 今さっき、守り育てる条例で各事業所と協定を結んでいい環境にするんだということを

おっしゃいましたけども、このパブコメの回答ではそういうふうな回答をされています。

ちょっと今の答弁とは矛盾をしているんではないでしょうか。見解を求めたいと思います。 

 それと、ちょっと見ていただきたいんですけども、見られますか、これ、オムロンなん

です。もうちょっと拡大してもらえませんか。もっと拡大、きっちり拡大してもらえませ

んか。オムロンで今ここに建設されています。これが３７メートル。緑地が黄色です。ち
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ょっと見えにくいかもわかりませんけど。周囲と、駐車場の隣、入り口、ここが緑地です。 

 グーグルで航空写真を出しました。これ、ちょっと前なんです。ここをぎょうさん駐車

場になっていますけども、ここ、今、建築がされている、さっきの建築のこの部分です。

ここにがばっと工場が建っております。 

 ですから、こっち側のばらばらと、これは京セラの方の駐車場です。オムロンの場合、

もう工場の中には、敷地内には工場を建てるだけの部分はございません。今まで駐車場だ

ったところに工場を建てましたから、緑地が狭くなったら、ここをずっと本当に物すごく

幅５メーターぐらいでしょうかね、もっとあるかな、すごい緑地がありました。しかし、

それが県に申請を出された図面では、ここが緑地のところが削られて、５６台駐車できる

ように、ここ、駐車場になっています、現在。緑地がもう既に削られています。 

 今まだここが残っているんですけども、１０％になったら、この緑地は多分ここだけで、

この敷地の面積の、計算してもこの幅と掛けたら、敷地の面積の１０％の確保ができます。

ですから、こことここはほとんど駐車場にすることが可能という実態になります。 

 それともう一つ、京セラの方ですけども、京セラのこちら側が北野１丁目、駅前北の団

地です。これが細い川ですね。水路。で、緑地。こっち側が京セラの部分ですが、結構、

緑地の幅があります。駐車場もありますけども、駐車場のところには植栽がしてあります。

両サイド。ですから、こっち側から駐車場が、車のとまっているのは見えません。全体的

な部分、京セラの全体的な県に出しておられる図面なんですけども、ここを増築されまし

た。今、もう大きなのが建っています。１万３，５６６平米です。残っている敷地はここ

しかありません。大きくまとまっている敷地といえば。あとは緑地です。本当に京セラの

場合は旧ＩＢＭが緑地をすごくとっておられましたから、周り、本当に緑地がいっぱいで

す。 

 ここを１０％という条例にすると、本当に言われるように、ここら辺の緑地が駐車場に

なるなと。今現在、ここ、あいているところに車がとまっています。駐車しておられます。

ですから、ここに工場を建てられたとしたら、もっともっとこの緑地のところに駐車場を

配置していく。こっち側のここも松林があって、結構、幅広で緑地になっています。敷地

の外側にも緑地が、敷地内ですね、フェンスというのか、その外側にも本当にきれいな緑

地があります。ですから、あれだけの緑地があれば、中の緑地をもっと削ることも可能や

というふうに思います。 

 そうすると、今、部長が言われた、周りの緑地を残して、真ん中のところの緑地を削っ
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てしていくというふうなところ辺は、ちょっと理論が成り立たないんですが、現実、どう

いうふうに思って今のご答弁をされたのか、ちょっと矛盾する内容ですので答弁を求めた

いと思います。 

 この緑地の部分は、今、２３．７２％いうのが一覧表でいただきました、これでね、出

てます。それだけの緑地面積になっていますけども、ここが１０％という状況になります

から、ですから、やはりこの緑地のこの要綱を見ましても、緑地の幅をどんだけにせえと

は書いてないんですよ。パーセントだけなんですね。１０％。ですから、３０センチの枝

幅とか１．５メートルとかいうのは書いています。けど、緑地の幅を１メートル、２メー

トル、言うたかて、ぐるっと囲われただけでも、もう１０％以上になります。これだけの

敷地ですから。 

 ということで、この要綱では、とてもじゃないけども、今言われた現行と同程度なんて

いうのは、それはもう詭弁です。実現できません。幅を何メートルとかいうふうな形で要

綱に書かない限り、生活環境を守り育てる条例で各企業と結ぶというても、この条例で縛

りをかけない限り、縛るものは何もないんではないでしょうか。答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） ただいまの再質問に対する答弁を求めます。環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 改めまして、議員の皆さん、おはようございます。先ほ

ど言うのを忘れました。 

 まず１点目でございます。市街化調整区域が県内では他のよりは低いということです。

第１点、まず公平性の観点、これは何度も言うています。今も２０％一律です。現行法、

全国、一般でいうたら２０％一律でございますので、その一律にしたと。 

 そして、県内だけ比べておられますが、私の把握しているところで全国で約３００ぐら

いあるんですけれども、大体、調整区域も含めて５％いうのは低い値の方が圧倒的に多い

というのでございます。それが第１点目です。 

 ２点目が、最後、重複したるような気もするんですけども、生活環境を守り育てる条例

における環境保全協定のことだと思うんですけども、それは今、環境保全協定で向こうと

の対話の中で何を見るというのをつけて、今、１１０社ほどやっていると。それはあくま

でも保全協定でございます。この率とは関係ありません。 

 市長答弁の中では、それとＣＳＲのことを言うてはったんですけど、先ほど、ＩＢＭが

緑が非常に多いと、当時のＩＢＭは立派にされたということをおっしゃったんですけど、

それと関連して、そもそも建築基準法自体の緩衝帯というのがあるんですけども、それは
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昭和５０年以降でございまして、この法律が運用されるのが。開発自体はその前でござい

まして、実質上、規制がないというのですけれども、今、実際はあのようになっていると

いう意味で、企業の、ある意味で環境に対する強い思いいうのが京セラ等にはあらわれて

いると、そういうように思っています。 

 それと、ちょっと前後しますけども、関連しますので、現行のあれじゃなくて、現行法

の２０％は、特に野並さんの言われた側の住宅、その側は現行法程度は行けるようになり

ますという意味です。 

 それで、先ほど、こちら側に駐車場と言われているんですけど、こちら側というのは、

私の方から先ほどの地図が余り見えないので、申しわけないんですけども、住宅側の中央

部に約９，０００平米ぐらいの緑地があるんです。中央の道路側、大きい道路側、ホテル

側、中央のもうちょっと、ここを指していただければわかると思うんですけども、ホテル

側のその辺です。そのあたりが今緑地で９，６００ぐらいあります。 

 当然、私もある意味で、周辺環境では法律の体でございまして、オムロンさんにも京セ

ラさんにも行っています。今のことも言うてます、今の要綱も含めて。ちょっと僕見えな

いですけども。その辺でございまして、実際、今度やるのにその周辺環境を守るというこ

ともきちっと言うてはりますし、その開発の際にはそういった緑地、今、僕が言いました

そこの緑地と、で、やれるというふうにおっしゃっています。 

 そういう意味で僕は言うたんですけどね。だから、先ほど言いました。例えば、簡単に

わかりやすく言うたんですけども、周辺１０％と中央１０％があったら、その中央の１０％

をなくしてもいいので、周辺は守って下さいと。だから、２０％のままでいくと、中央の

緑地も周辺の緑地も全部置いといて、そのあきスペースに建物を建てんならんということ

を、逆に避けてるわけです。そういう意味です、先ほど言ったのは。 

 話の前後がありましたけど、これ、回答になりましたでしょうか。もし、漏れていたら、

おっしゃっていただければ。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） こっち側がオムロンと言いました。今、部長が言われたのはこ

こやと思います。こっち側が京セラの駐車場。その横にある、これが多分今言われた９，

６００平米ですか。私、ここ、調整地かなというふうに思っていたんですけど、これだけ

大きな敷地の中に調整地が見当たらないので、ここの緑地はそういう意味で調整地ではな
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いかというふうに思っていたんですけども、そういう意味では要らない、そういう部分に

はなっていないということですか。ちょっとここは私はそういう理解をしていたので、こ

の緑地のところに工場が建設されるというふうな部分は、先ほど言いましたように、残っ

ている緑地としてはここですね。大きくはここしかもうあらへんと思うていたんですけど

も、今言われたここですね。京セラで残っている真ん中の土地といえば、そういうとこら

辺になろうかとは思いますけども。 

 工場の中で建築をしていく、新たに土地を購入するよりかは、そりゃ、自分とこの敷地

の中で工場を建設していくというのがベターなのかもしれません。企業にとってはね。け

ども、周辺の住民の部分に関しまして、本当にここの緑地というのが、こっち側に本当に

住宅が張りついていますから、そこの緑地を残すというふうなそんなことの協定というの

か、そういうのは環境を守り育てる条例の中であるんですか。 

 パブコメで、この条例そのものを基準のとおりに見直すという、植栽率を整合させた基

準として運営するというふうなこんな回答をされている中で、ちょっとそれがミスマッチ

なんですけども、どうなんでしょうかね。 

 それと、植栽に関しましても、針葉樹林、常葉樹、落葉樹というところ辺があると思い

ますけども、現時点においても、冬場、すごく北風が吹くと、杉の枯れ枝が道にいっぱい

敷き詰めるように落ちます。葉っぱも本当に今もうほとんど枝だけになっていますから、

この間からの中でも本当に住宅の方に北風が吹くと、全部住宅地に飛んでくるんですよ。

ですから、皆さん、一生懸命掃除はしてはりますけど、やっぱり、ぬれ落ち葉でなかなか

掃除がしにくというのが現状で、ですから、皆さん、落ちない、落葉樹ではない木を植え

てほしいと。今ある落葉樹は伐採してほしいというぐらいの声が出ておりますので、です

から、この植栽に関しましてもそういう規定を設けないと、また苦情が出てくるんではな

いかと思いますが、そういうのはこの要綱の中にもありませんので、検討する余地がある

んじゃないかと思いますが、検討をお願いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野並議員の先のご質問も含めてお答えしますけど、何か論理が一

貫していないと思うんですけど。まず、市街化区域は他市も１０％ですから、これはお認

めになるわけですね。認めておられたお話。今、後で言っておられた個別事業所はこれは

市街化区域ですから、後はどういう緑地にするかという配慮ですので、最大限環境保全協

定の中なんかできちっと縛っていくのと、要綱もできるだけ具体的にしたいと思っていま
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す。木があったら葉っぱが落ちてくるからやめてくれとおっしゃるんかなと思っていたん

ですけども、言っておられることは全く矛盾している。 

 市街化調整区域と市街化区域の違いというのは、ご存知のように、法律上は開発を抑制

する区域か市街化を促進する区域かということですけども、実質、日本の法律制度がおか

しいので、均一でいいと思いますし、従前も同じ率でしたから同じようにすると。住宅も

地区計画で、これもご説明したように、従前は２００平米になっていたのを今１６５平米

にしました。調整区域であっても。だから、市街化区域か市街化調整区域かで率を変える

必要はない。市街化区域で１０％を例に引いて認めておられるんだったら、今の具体的な

事業所については最大限それできちっと守っていただいたら環境は他市並みに守れるとい

うふうに思っています。 

 それと、全協等のご説明、何回かしているんですが、聞いておられないんかと思うんで

すけども、野並議員のお住まいの地域も駅前の事業所も調整池なしで開発されているので、

雨水幹線で今回カバーをしたということです。何回も私は申し上げていると思います。調

整池はございません。 

 それと、事業所は拡張するために、具体的には農地を買いに行っていますけども、それ

は無理です。いろんな意味で。地権者も応じられておられない。かつ、県は固い。向かい

側の田んぼを拡張したいという意欲はあります。買収を節約するわけではなくて、たちま

ち今のこのチャンスに拡大したいと、法律に基づく範囲内でという要請の中で、市として

もこういうことで一緒にウインウインでやろうということでして、決して、事業所が自分

ところの敷地内を壊していって建てるということではなしに、今言ったような積極的な施

策の中で、現時点ではこれでしかないということですので。 

 いずれにしても１０％をお認めいただいているんだったら、後半のご質問というのは成

立しないのではないかなと。葉っぱが飛ばないようにとか、緑地の質については今回きち

っとやります。 

 それともう一つ、環境保全協定の仕組みも変えるというのは、あらかじめ予告をしてま

す。ただ条例が変わらない限り、任意の方は変えられないので、今後、整合性をとって、

制度整備を行っていく予定です。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 以上で、通告による質疑は終了いたしました。これをもって質疑

を終結いたします。 
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 （日程第３） 

○議長（橋 俊明君） 日程第３、議第１０３号から議第１２５号まで、平成３０年度野

洲市一般会計補正予算（第９号）他２２件を一括議題といたします。 

 ただいま議題となっております議第１０３号から議第１２５号までの各議案は、会議規

則第３９条第１項の規定により、議案付託表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に審査

を付託いたします。 

 （日程第４） 

○議長（橋 俊明君） 日程第４、発議第４号、野洲市議会議員の議員報酬等に関する条

例の一部を改正する条例についてを議題といたします。 

 これより、質疑に移ります。議案質疑通告書がお手元に配付した一覧表のとおり提出さ

れておりますので、発言を許します。第１３番、工藤義明議員。 

○１３番（工藤義明君） 皆さん、おはようございます。１３番、工藤義明です。 

 私は、発議第４号、野洲市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例案

につきまして発言をいたします。私たち議員は一般会社員と違い、活動するにあたりまし

ては、曜日及び時間等では縛られていません。この問題については基本的に区別ができて

いるのでしょうか。ましてや、今回の発議、自ら立候補され、その私たちの任期は４年間

であることや、報酬そのものについても十分理解された上で、この野洲市のため、力を尽

くそうという決意をされているはずです。 

 そこで質問に移ります。まず１つ目、お互い新人議員として１年を経過したところです

が、改正理由に記載されています活動に専念できる環境確保、また活動の対価にふさわし

い報酬額を求めるとあります。なぜ、今の報酬で提案理由にあります活動環境はできない

のでしょうか。これは提出者の東郷克己議員にお伺いしたいと思います。 

 次、２点目、平成３１年１月１日と施行をなぜそんなに急がれるのか。本来、活動実績

を積み、市民の方から議員活動に十分理解を得てからの提案というふうにすべきが本来の

姿ではないかと思います。 

 また、３点目といたしまして、現在の市民の皆さんの生活は非常に厳しい環境が続いて

おります。国では安倍政権は来年１０月より消費税８％を１０％へ引き上げるとしていま

す。また、今回、市からは都市計画税導入提案があります。このような中で市民の皆さん

には負担がふえることばかりが予想されます。 

 今回、一気に５万円の引き上げ提案に対する市民感情をどのように捉えておられるので
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しょうか。この２点目と３点目につきましては提出者の東郷克己議員と北村五十鈴議員に

お伺いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） ただいまの質疑に対する答弁を求めます。東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） おはようございます。 

 野洲市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例案に対する工藤議員の

ご質問にお答えをいたします。 

 私へのご質問にお答えする前に、今回の発議に対する認識の違いについてご指摘をさせ

ていただきます。今般の発議内容は長年の懸案となっているもので、累次にわたり議会改

革推進特別委員会で調査検討を繰り返されてきた経緯がございます。 

 昨年秋の改選後の特別委員会におきましても、繰り返し協議し、去る１１月１３日の第

４回委員会において、ようやく意見をまとめたところでございます。 

 本件の発議は、委員会を代表する立場、そして私自身の信念との両面から発議したもの

でございます。 

 さて、ご質問ですが、ご指摘の内容は平成２６年１月の野洲市特別職報酬等審議会の答

申に盛り込まれている文言です。特別職の報酬を客観的に審議する第三者委員会が出され

たもので、この委員会のご指摘を尊重する思いから、一部の言葉をそのまま引用いたしま

した。 

 工藤議員のご指摘の他に重要と考える言葉は、市会議員は市民の代表として、その役割

はますます高まり、市民の期待に応え、活動に専念などが挙げられます。 

 私は市会議員の責任について、選挙前に考えていたよりも格段に重いと痛感いたしてお

ります。この点から申し上げれば責任の対価としてふさわしい報酬の表現が妥当かもしれ

ません。いずれにいたしましても、この重い職責を果たすためには相当な活動がどうして

も必要であり、その対価にふさわしい報酬額を求めるものです。 

 ２つ目のご質問については、冒頭申し上げましたとおり、長年にわたる懸案であり、今

般にようやく議会改革推進特別委員会として意見をまとめたものです。急がれるとのご指

摘は私にとっては実感を伴わない表現です。また、１つ目のご質問で述べました、負って

いる責任の対価としてふさわしい報酬との観点から申し上げますと、議員は議員となった

瞬間からその責任を負っています。当選間もない議員も議員歴何十年という先輩議員も同

じ報酬額であることも、議員報酬はそもそも責任の対価としての報酬という概念で成り立
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っている証左であると言えます。 

 ３つ目の質問にお答えいたします。市民生活は厳しい環境が続いてとのご指摘です。確

かに景気回復の実感は市民目線では感じにくい面もございます。しかし、一方で、人の動

き、ものの流れは確実に改善しております。また、客観的な国内経済状況のデータとして、

国税庁の民間給与実態統計調査結果を見てみますと、最新のデータで平成２８年度となり

ますが、所得税額、給与総額、正規雇用者数、さらに非正規雇用者数、全てにおいて平成

２５年から一貫して前年を上回っており、厳しさは改善傾向にあります。また、引き上げ

提案に対する市民感情については厳しいご意見があると推察いたしますが、本件について

はどこまでも職責やそれを果たすにたる議員活動にふさわしい対価を求めるものであり、

議会及び議員の役割についてご理解をいただけるよう、開かれた議会を目指し、議会改革

を進めると共に、それぞれの議員活動を充実させることに尽きると考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員、恐れ入ります。質問通告書には今３点質問出されてお

りますけども、２点目、３点目に北村議員にお尋ねしますということでございましたけど

も、質問通告書はあくまでも３点目だけになってございますね。 

○１３番（工藤義明君） そうです。 

○議長（橋 俊明君） ということで、もう２点目は問わないということでご了承願いま

す。 

○１３番（工藤義明君） 結構です。 

○議長（橋 俊明君） それでは、北村議員、回答を願います。 

○１６番（北村五十鈴君） おはようございます。１６番、北村五十鈴です。 

 それでは、工藤議員の私に対する質疑にお答えいたします。冒頭の安倍政権のくだりは、

申しわけありませんが、市会議員の私がお答えできるものではありません。都市計画税導

入についても今後いろんな議論が始まるものであると理解しております。 

 さて、お金は湯水のようには湧いてこないので、もちろん節税や行政改革は必要だと思

いますが、市民の皆様には使い道をはっきりお示しして、十分議論した上でご負担をお願

いしなければならないときもあると考えます。 

 最後の文末の５万の引き上げに対する市民感情をどう考えているかですが、それにはい

ろんな答えがあると思います。ですから、共産党さんに近い市民感情もあると思いますし、

そうは考えない市民もおられると思います。現場を歩き、自治会を回っていたり、身近に



 －29－

女性や主婦の方とお話をさせていただくと、違う声も聞こえてきます。こんな厳しいとき

だからこそ、野洲市の未来を委ねている議会の役割は大きく、市民の代表である私たち市

会議員に対してもしっかり仕事をしてもらわないと困る、そんな厳しい声も多く聞かれま

した。 

 実際、私たち議員は年間２００を超える執行部が提案してくる議案や事業にイエスを出

すのかノーを出すのか、議員としての責任は重く、軽々な間違いは許されません。だから、

野洲の未来を考えたとき、厳しい今だからこそ、しっかりしてほしいという市民も多くお

られると思います。 

 そんな私たちの議員の報酬は、年齢、年数に関係なく同額で、税金と年金、保険を除け

ば手元には約２０万弱しか残りません。そんな中での議員を志したくても、年金があるか、

家業があるか、共働きでなければ立候補も悩むところで、家族の理解も得られないでしょ

う。副業しなければ自分の生活も成り立たない環境に置かれていて、先ほどの膨大な決断

に十分な調査や現場を見ずに大切な採決ができるでしょうか。 

 志のある若者が仕事をやめ、キャリアを捨て、ふるさと愛のためだけに飛び込める世界

でしょうか。報酬の金額で理念や活動が変わるものでは決してありません。今、野洲市は

将来を左右する大きな事業が続きます。だからこそ、市民の議会に対する期待は大きく、

今の野洲市議会に対しても厳しい目で議会改革を望んでおられる、それが市民感情である

と思っております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員。 

○１３番（工藤義明君） 今、それぞれお答えをいただきました。確かにお二人が今発言

された内容の中で、議員の報酬というものが決して他市に比べて高いということは今も思

っていませんし、資料でもそれは示されていました。しかしながら、今回の発議に関して、

特に強く申し上げたいのは、今、市民の皆さんの環境が現在の議員報酬との絡みの中で非

常に理解は得られないものの中にあると、この辺は強く申し上げたい。特に、皆さんの周

りでも働いておられる方、通常のサラリーマンの方、また派遣にお勤めの方、さらには年

金だけで生活されている方、こういった方が市民の皆さんが、市民、こういった方の人が

たくさんおられます。 

 特にこの中でも、働いて賃金を得られる方の派遣、パート、こういった方々の賃金の引

き上げという実態、これは私が特にここで申し上げることでもないかもしれません。しか
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しながら、派遣、パートあたりは１時間当たり５円、１０円の引き上げというのが現実に

今行われているものです。こういった方が月々に手にする金額を考えたときに、今、提案

があります議員報酬が５万円の引き上げ、これは過去の話から聞きますと、一時、５万円

を引き下げた経過の中から元へ戻すという議論もあります。 

 しかし、一般市民の方から見ると、あくまでも一月当たり５万円という大きな金額が引

き上げられると、この感情については、先ほど北村議員から発言はありましたけども、確

かに市民の皆さんからは多種な意見があるかと思います。ですけども、今日まで私もいろ

んな方々の意見を聞いて回りました。しかし、誰として、今の議員さんがすばらしいから

報酬を引き上げるべきだということの声は正直言って聞きません。これは私が共産党議員

ということとは関係ありません。これは一般市民の多くの方が感じられている内容です。 

 よって、市民感情を考えたときは、この条例については時期尚早というふうに私は考え

ております。 

 よって、この報酬提案につきましては、今のような国の施策、それから市の施策、これ

らを考えて、先ほど申しました内容とダブりますけども、一般市民の皆さんには負担が増

すんです。この議員報酬引き上げによって、月当たりの増額、これは１，６００万でした

か、１，８００万でしたか、引き上げが行われるわけです。それを我慢してでも議員活動

をしていく、こういうことが市民の皆さんに映れば、議員の活動に対しての理解、また市

に対しての理解が深められていくというふうに思います。 

 それで、再度お聞きしたいんですが、ここまでの答弁の中に、あくまでも多種な意見が

あるということを言われますけども、本当にそれが市民の声だというふうに理解されてい

るのか、再度質問をさせていただきます。答えはどなたかでも結構です。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員、どちらかを指名してくれますか。 

○１３番（工藤義明君） そうしましたら、北村議員にお願いをします。よろしく。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） お答えさせていただきます。先ほども申し述べましたとおり、

いろんな考えがあると思いますので、工藤議員のおっしゃるように、そういう市民感情も

あると思いますし、私どもが主張しております、そういう市民の方もおられると思います

ので、そのように考えまして、今回は発議させていただきました。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員。 
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○１３番（工藤義明君） それでは、質問、最後になりますけども、今回のこの提案に関

しましては、各議員さんのいろいろ話を聞きますと、ここに書かれていますように、賛成

者の方も名を連ねておられます。今回は答弁を求めましたのは、東郷克己議員と北村五十

鈴議員の提出者ということで、私、答弁を求めました。そこでこの通告書には記載してお

りませんけども、ここまでの私の質問に関しまして、他の議員の皆さんで何か発言したい

ということがおられましたら、ぜひ議長の方で発言を許していただきたいと思いますけど

も、よろしくお願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 通常は答弁予定者はきちっと指名するものでございますけども、

あえて、工藤議員の質疑に対する北村議員並びに東郷克己議員以外の方で発言できる方は

よろしくお願いしたいと思います。おられませんか。田中陽介議員。 

○９番（田中陽介君） 皆さん、おはようございます。９番、田中陽介です。 

 私もこの発議に賛成者として名前を連ねさせていただきました。私は今、３４歳で３人

子どもがおるわけでありますけれども、やはりこれからの未来を考えていくときに、多様

な人たちがこの議員という職責を担っていく必要があると思います。その中でしっかりと

生活をしていくことも必要ですし、先ほどおっしゃられたように、副業にずっと専念して

いるようでは、これからのいろんな難しい案件に対応することはやはりできない。 

 昔と違って、今は市独自に分権改革とも言われていますけど、決めないけないことがた

くさんあるので、昔のように国から来たやつをただ通していればいいというような議会で

はなくなっているというふうに感じています。 

 なので、やっぱり議員の働き方もそうですし、それに伴う報酬というのも当然考えてい

かなければいけない。その中で今回、３５万円ということは、僕は妥当ではないかという

ふうに、金額が確実にこれが妥当かということはわかりませんけれども、少なくともこの

３５万円というのは市民の皆様にも認めていただけるものではないかと思っていますとい

うことで発言させていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 他にございませんね。それでは質疑を終結します。 

 以上で、通告による質疑は終了いたしました。これをもって、質疑を終結いたします。 

 （日程第５） 

○議長（橋 俊明君） 日程第５、発議第４号、野洲市議会議員の議員報酬等に関する条

例の一部を改正する条例についてを議題といたします。 

 ただいま議題となっております発議第４号の議案は、会議規則第３９条第１項の規定に



 －32－

より、議案付託表のとおり、総務常任委員会に審査を付託いたします。 

 （日程第６） 

○議長（橋 俊明君） 請願第３号、療育（知的障がい）手帳の更新手続きの改善につい

てを議題といたします。今期定例会において受理した請願件数は１件で、既に配付いたし

ました請願文書表のとおりであります。ただいま議題となっております請願第３号の議案

は会議規則第９２条第１項の規定により、文教福祉常任委員会に付託いたします。 

 （日程第７） 

○議長（橋 俊明君） 日程第７、これより一般質問を行います。一般質問通告書が提出

されておりますので、順次発言を許します。その順位は一般質問一覧表のとおりでありま

す。なお、質問にあたっては簡単明瞭にされるよう希望いたします。それでは、通告第１

号、第６番、岩井智惠子議員。 

○６番（岩井智惠子君） 皆様、おはようございます。第６番、岩井智惠子でございます。

今年も余すところ１カ月を切りました。この一般質問も今年最終となりまして、私、トッ

プバッターということで多少上がりぎみでございますけれども、しっかり締めくくってま

いりたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 今日は、大きく２つ質問させていただきます。１つ目は、幼児教育・保育無償化につい

て、あと、野洲市民病院整備事業について。大きく２つを質問させていただきます。 

 まず、無償化の対象となるサービスと課題といたしまして、順次、質問させていただき

ます。国の検討を経て、昨年１２月に閣議決定され、来年１０月から全面実施されます幼

児教育・保育無償化についてお伺いをいたします。 

 人生１００年時代を見据え、人づくりこそが時代を切り開く原動力として政府が掲げた

人づくり改革の主たる内容が教育無償化であり、その無償化には幼児教育のみならず高等

教育無償化、私立高等学校の授業料の実質無償化などの施策が織り込まれています。夫婦

共働きの生活が標準的になりつつある現状で、こうした家計の負担軽減措置は私たち市民

にも大変うれしいニュースであります。 

 しかし、実際には、どのような恩恵が受けられるのか、今の制度がどう変わっていくの

か、よくわからないのも現状でしょう。 

 そこで実際、来年１０月からはどのようなサービスが、いわゆる恩恵が受けられ、制度

はどのように変わるか教育部長にお伺いをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 
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○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 議員の皆様、おはようございます。 

 幼児教育の関係、私ども所管しておりますので、健康福祉部政策監の私の方からご答弁

をさせていただきます。 

 それでは、岩井議員の幼児教育・保育無償化についての１点目の制度変更の内容につい

てのご質問にお答えします。 

 まず最初に、幼児教育・保育無償化の内容にかかります国からの通知につきましては、

現段階においては平成３０年９月２６日付けの事務連絡の「幼児教育の無償化に関する住

民・事業者向け説明資料等の送付について」のみとなっております。 

 したがいまして、この事務連絡に基づき概要の方を説明させていただきます。まず、幼

稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全ての子どもたちの利用料が無

償化される計画となっております。また、子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼

稚園の利用料については、同制度における利用者負担額２万５，７００円を上限として無

償化になる予定でございます。なお、通園送迎費、食材料費、行事費などの実費徴収分に

つきましては、無償化の対象外となります。 

 また、ゼロ歳から２歳児の子どもたちの利用料については、住民税非課税世帯を対象と

して無償化の計画になっております。 

 無償化の対象となる施設やサービスにつきまして、幼稚園、保育所、認定こども園に加

え、地域型保育事業なども同様に無償化の対象となる予定でございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 障がい児通園施設や認可外施設・幼稚園の預かり保育について

も同様にお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、岩井議員の２点目の障がい児通園施設や

認可外施設・幼稚園の預かり保育についてのご質問にお答えします。 

 先ほどの回答と同様に、国からの事務連絡に基づき、説明の方をさせていただきますと、

就学前の就学児の発達支援施設であります「障がい児通園施設」につきましては、３歳か

ら５歳までの子どもたちの利用料が無償化される計画となっております。また、幼稚園、

保育所及び認定こども園と当該障がい児通園施設の両方を利用される場合には、両方が無

償化となる予定でございます。なお、ゼロ歳から２歳児の住民税非課税世帯については、
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既に無償となっているところでございます。 

 次に、認可外保育施設につきましては、保育の必要性があると認定された３歳から５歳

の子どもたちを対象に、認可保育所における利用料の全国平均額、月額３万７，０００円

までが無償化される計画となっております。また、ゼロ歳から２歳児までの子どもたちに

ついては、住民税非課税世帯の子どもたちを対象に月額４万２，０００円まで利用料が無

償化される計画になっております。 

 なお、対象となる施設及びサービスは、一般的な認可外保育施設、ベビーホテル、ベビ

ーシッター、認可外の事業所内保育等となります。 

 幼稚園の預かり保育につきましては、新たに保育の必要性があると認定を受けた場合に

おいて、幼稚園利用料の無償化、上限が月額２万５，７００円に加えまして、利用実態に

応じて、認可保育所における利用料の全国平均額月額３万７，０００円と、幼稚園の利用

料の無償化の上限額との差額であります最大月１万１，３００円までの範囲で預かり保育

の利用料が無償化される計画になっております。 

 なお、この無償化の制度を本市に当てはめますと、現行の保育料は無償となるものの、

恒常の預かり保育の利用料が１万２，０００円の設定をしておりますので、そのことから、

先ほどの１万１，３００円の差の７００円の負担が生じることになっております。こうし

た制度設計の中で、全国平均額を用いた国の制度設計においては、現実的に無償化となら

ない市町が発生することになっております。 

 答弁は以上でございまして、今の私の答弁の中で冒頭、就学前の障がい児の発達支援施

設というところを就学児と答弁しましたので、就学前の障がい児の発達支援ということで

訂正させていただきます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） ただいま、国の事務連絡ということでしか、まだ今実施はされ

ておりませんので、そういうことだと思いますけれども、ちなみにこの保育園、幼児教育

の規定ですけども、例えば両親が働いておられることが条件であるとか、そういう条件に

ついては他にありますか。基本的なことやと思うんですけど。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 今、おっしゃっているのは、この無償化になるにあ

たってのお話ですね。 
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○６番（岩井智惠子君） はい。無償化になる、ならないよりも保育園これ全部認められ

るわけではないと思うんです。児童を受け入れるということは家にいて、家族もたくさん

おられる中では受け入れはないと思うんですけど、今までとはそれは変わらないですか、

受け入れの中身は。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 入園に関する条件については変更はございません。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 同時期に消費税が８％から１０％に増税され、その増収分のう

ち約８，０００億円を充てて、幼児教育・保育無償化を行うとされていますが、実際、財

政に増収が反映されるのは２０２０年となっており、前倒しを進めてでも幼児教育・保育

無償化に踏み切るのには、政府の増税への理解度アップと景気の影響を抑えたい狙いが見

えてきます。しかし、実施まであと１０カ月足らず、本市においてもさまざまな問題、あ

るいは課題が生じると考えます。 

 そこで、次の質問をいたします。野洲市の現在の待機児童の状況と無償化の影響で幼・

保育園の申し込みが増加すると予想されますが、各幼・保育園の受け入れ体制など、課題

について市長にお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 幼児教育・保育の無償化に伴う課題についてのご質問にお答えし

ます。 

 まず、待機児童者数ですけども、本年１０月１日時点で３４名です。内訳は、ゼロ歳児

が１４名、１歳児が９名、２歳児が１１名、３歳児以上では待機は発生していません。 

 こうした低年齢児における待機児童の状況は、児童そのものがふえているというよりは、

共働き所帯の増加や、離婚等により経済的にも保育を必要とする所帯の増加など、社会・

経済的な構造を背景にした保育のニーズの増加によるものです。こうした保育ニーズの増

加から、野洲市では民間保育園の施設整備にも用地を提供したり、補助金を出したりして

いますし、公立保育園も責任を持って、二、三年に１園整備するということで、施設整備

を行いましたけども、保育士の確保が追いつかないという状況です。 

 また、国が設計しています無償化によって、今後どうなるかということですけども、本

市では、３歳児から５歳児までの就園率が、幼稚園ですね、おおむね９８％程度であるこ

とから、幼稚園部から保育園部への移動が考えられます。ゼロ歳児から２歳児までの住民

税非課税所帯の利用料が、現行の上限月額、２，２００円が全て無償となることから、利
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用者が増加することが推測されます。 

 このことから、年齢に関わらず、保育園のニーズがより高まり、保育施設があるにも関

わらず、保育士が追いつかない状況が一層深刻化することや、強いては現在の保育士等へ

の過重な労働へとつながるおそれもあることなど、保育の受け入れ等においても混乱が予

想されます。 

 また、ゼロ歳児から２歳児までだけでなく、３歳児以上においても待機児童が発生する

可能性があり、無償化の恩恵を受けられる保護者と受けられない保護者において公平性を

欠く結果となることが懸念されます。 

 こうした多くの課題は、昨年１２月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」以

前から、容易に予測できたことであり、また、現時点においても、そうした課題に対して、

国から何ら具体的な解決策が示されていない上に、無償化にかかる詳細な制度設計すら、

提示されていない状況です。こうした状況下において、保護者はもとより、市町の保育の

現場、あるいは市全体の現場が大変混乱をしております。 

 国の会議でも各省庁の幹部に私は直接言いましたけども、夏ですけども、９月、１０月

から来年の保育園、幼稚園の受付が始まるのに、７月、８月でも決まってなかった。既に

受付が終わっているのに、来年の１０月から無償化しますと言いながら、誰にどういう条

件でどういう無償化になるのか決まっていないと。これはもう何か国が存在していないよ

うな、異常な状態なんですけども、こういった状況、なぜわざわざ来さないといけないの

かという、今、申し上げましたように課題はたくさんあります。 

 誰が制度設計しているのかわからない状態で、今、国が動いているという状態で、船頭

あってエンジンなし。船頭さんだけが頑張ってますけども、お一人、という状態になって

おります。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 今、市長から次の質問も何か一緒に回答をいただいたようなの

で、よろしいですか。順番に行きます。 

 また、保育のニーズへの対応や保育の質の低下、及びそれに平行して、保育資格など、

今ちょっと人材不足を言われましたので、ここは結構ですけれども、そういった質の低下、

そこらについてはどのようにお考えかお願いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まず、大きな問題は財源の問題があるんですけど、一番心配して
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いるのは質の低下の問題です。 

 １つは、今ある認可保育園、特に保育の現場が課題だと思うんですけど、認可保育園で

あっても保育士が足らない中に無償化ということでニーズがふえますから、当然、先ほど

申し上げたような過重な労働負担、あるいはサービスの低下が起こります。 

 それともう一つは、当初、想定されてなかった無認可、ベビーホテル、ベビーシッター

といった認可外も無償化しようということになって大混乱です。最初、国は無認可は対象

にしないと言っていたんですが、当然、一番の負担がかかっているのは無認可に預けてい

る方なわけですね。二重で負担がかかっているわけです。保育所が利用できない、一切公

費の入っていない高い保育サービスを受けなければいけない。基準がないので安全が保た

れていない。こういった課題の方をどうするかという問題が当然出てくるのに、国はそこ

は制度設計をしていませんでした。 

 でも、世論に押されて、世論というか、当たり前ですね、一番負担の高い人も無償化し

ようということになりましたから、そうすると、無認可にも普通に預けるということにな

りました。なりましたが、どういう問題が起こってくるかといいますと、無認可は今県と

政令市は接点を持っていますが、野洲市もそうですね、一般の市町は接点を持っていませ

ん。 

 そうすると、補助金を出すのに、接点を持っていないということでは責任が持てないと

いうことで、今、報道されていますように、私たちの情報は全部報道なんですけど、今は、

報道されていますように、無認可にも指導基準を入れようということですし、直近の情報

では、お読みいただいていると思いますけども、各市町の条例によって無償化できる無認

可保育園かどうかというのを線が引けるということになりました。 

 何が次、起こってくるかといいますと、無認可はよくも悪くもボランティア的にやって

おられるところと、受け皿として事業として成り立つからやっておられるわけです。そこ

に管理監督が入り出したら、そんな厳しいんだったらやってられないということになって、

無認可の崩壊が起こって受けられない。あるいは、条例で線引きがされると、結局、無償

にならない無認可が一層厳しい条件で存続するということになるという問題がもう当然予

想されます。 

 ですから、今回の無償化は昨年の選挙で公約になっているんですが、無償という言葉だ

けが一人歩きをして、無償の意味がわかってなかったことはどんどん明らかになっていま

す。 
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 先ほど、政策監が答えましたように、一切ゼロにはできないはずなんです。結果的に給

食費はいただかないといけない。細かい問題でいきますと、無認可のところの給食費はど

なたがいただきに行くのか、滞納になった場合はどうするのかという、いっぱい実務的な

問題が起こってきて、まだまだ収束ができない状態です。 

 来週の月曜日に全国市長会、役員会を開く予定で、招集がかかっているんですけど、ち

ょっと私行けませんけども、そこでどういう問題がどういうふうに解決されるのか、それ

を待たないといけないと思っています。 

 国はお金さえ出したらいいと思っていますから、１，０００億円妥協したとかなってい

ますけども、むしろのお金の問題も大変ですが、今、申し上げたように、保育の崩壊が起

こるのではないかなというふうに心配をしております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） ただいま、市長の方から無認可の保育園ですか、接点が持てな

い、あるいは線引きされると、保育園がなくなってしまうような、こういうまだまだいっ

ぱい問題があるということを指摘されておられます。でも、あと１０カ月余りのこんな状

態の中で、本当に政府と地方がなかなか折り合いがあってないというか、平行線のままだ

ということもお聞きしていますので、本当に私も質問をやりにくいんですけども、応えら

れる範囲でまたこれからもお願いします。 

 幾ら施設にあきが生じても、やはり保育士などが不足しておりますと、園としては子ど

もたちを受け入れられない、園児や待機児童の受け入れはこれからますます困難となりま

す。 

 １１月８日の京都新聞に記載されましたけれども、待機児童が４月１日時点で厚労省定

義２２名、隠れ待機児というのが野洲市の場合５０名というふうに含まれると、７２名だ

と記載されました。政府としては保育士の賃上げなどで対応していく姿勢を見せていると

のことなんですけれども、人材確保は先ほども言われておりますように、そんなに容易な

ことではないと思います。 

 先日も保育園の方に行きまして、いろいろ園長先生にも聞いてもまいりました。隠れ待

機児というのは確かにおりますと、仕事をとるか、仕事先を決めるのか、先に保育所の方

を確定するのか。仕事はいっぱいあると。でも、保育園が断られる状態で受け入れをして

もらえない。そういう中でまだまだそこが解消されていないという現実も知りました。 
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 それで、保育園のある先生は、預かり保育の場合でも、８時までやっていますと。幼稚

園の場合で７時で切り上げられると、同じきょうだいを例えば同じ保育所に預けたくても、

片方では８時までやってもらえるけど、片方では７時。でも、こっちはいっぱいだし、受

け入れができないとか、いろんな問題もあって、そこらの調整もしてもらえればありがた

いなという意見も聞かれましたけれども、なかなかこれは課題が多いことではないかなと

思いますが、隠れ待機児についてはどういったお考えをお持ちでしょうか、市長。これは

もともと言っていないんですけれども、お考えがあればお願いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まず、隠れ待機児という言い方がいいかどうかなんですが、先ほ

ど、何か変なご質問されましたけども、幼稚園は就労要件はないわけですから、これは教

育機関ですから。幼児教育というのは幼稚園のことを言っているわけです。保育園は就労

要件があって、これは就労支援という位置づけです。 

 ただ、今、保育園の制度も変わって、教育が入っていますから、実際は一緒なので野洲

市はこども園、そして、１つ屋根で整備をしているわけです。昔は保育園は就労支援で、

親のためのサービスだったんですね。幼稚園は子どもの成長教育のためと。今は実際一緒

です。 

 なぜ、預けられないかというと、隠れというのはどこから生じているかというと、保育

園の就労要件は満たしておられるんですが、いわゆる枠がないので入れない。かといって、

無認可には預けたくない。仕方がないから何とか相互に行くか、やりくりしてやっておら

れるのが待機ですから、当然、そこを定員をふやしていって解決をしないといけないわけ

です。こういうことだから、今野洲市は今度三上保育園を定員ふやしますし、順番にやっ

てきている。 

 ですから、今、保育の課題というのは何かというと、無償化することと全く違うわけで

す。おなかすいているのでご飯を用意しんと駄目なのに、走っているようなもんですよ。

休憩して、ご飯を用意しておなかを満たさないといけないのに、まだまだ走ろうとしてい

る。だから、全く政策の踏み違いなのです。だから、隠れ待機の方を対応しようと思うと、

今言ったように施設をふやす、人を確保する。 

 もう一つは、先ほどのお答えで言いましたように、景気が悪いからこうなっているんで

す。本当だったら、家で子どもさんを育てたいと思っておられる家庭でもどちらかと、あ

るいは両方とも働かないといけない。こういう社会、経済の問題です。それを放っておい
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て、受け皿だけをふやすという政策では対応ができません。 

 それと、保育士さん、この間も専門家が言っていましたけども、高齢化のケアをする人

がどんどんないのに、今、報酬格差がどんどん広がってきています。保育士さんが取り合

いになっているので、野洲市も上げていますけども。じゃ、高齢者のケアをする方の処遇

がどうなるのか。ですから、国は１人の方が全てを見ているはずなのに、全く保育にだけ、

ブレーキを踏むときにアクセルを踏んでしまって、大混乱を起こしているという政策の全

く踏み違いではないかなと思います。 

 ですから、隠れ待機の方を救済する政策をやらんといかんのに、いきなり無料化しまし

たから。どこへ出ていくかというと、無認可に行く。無認可も制限を加えるから、無認可

がなくなる。全く負の連鎖のサイクルが今回っている状況かなと思います。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 全く市長が言われるように、私もこれは無料化だけが駆け回っ

ていって、お母さんや家族の方たちも無償化でまず飛びついたりするけれども、本当はそ

うじゃないと、たくさんの問題、現に無償化以前の問題でたくさんどうにもならない問題

を抱えているのに、そっちばかりが先行するようなことでは、私ももっともっと混乱があ

るんではないかと懸念しております。 

 さて、子育て世帯の暮らしを支援し、負担軽減は喜ばしいことですが、手放しで喜んで

ばかりはいられないのではないでしょうか。少子高齢化を背景に、出生率アップや女性の

社会活躍のバックアップとしてさまざまな施策が進んでいますが、社会の意識改革とあわ

せて課題も多いところでございます。教育の環境を万全にしたい、貧困の連鎖を断ち切り

たい、手を差し伸べたい家庭に支援が行き届くことは願ってもない制度でありますが、一

方では、親あるいは保護者が子ども教育のために働き、何とか家計から養育費を充てるこ

とを一生懸命してまいりました。こんな営みも大切ではないかと私は考えています。子ど

もは親の背を見て育つ、あるいは満たされなかった分、夢や実現に向かって歩んでいくな

ど、しっかりとした精神を養うことも意味深いことだと考えております。 

 最後になりますが、幼児教育・保育無償化決定で真に子育て世帯の暮らしを支える一方

で、教育や保育に求めるものは何か。女性が社会で活躍する、これも大きな要因であり、

喜ばしいことですが、やはり幼・保育児教育は子どもを育てていく過程で最も重要かつ貴

重な時期であり、親や保護者は仕事に任せて保育園など教育機関に頼り切りになりすぎな

いよう、本分をわきまえ、バランスをとっていく必要性があると私は思っております。 
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 このような考えは、ちょっと無償化とは筋が外れているかもしれませんが、教育長の教

育に求めるものは何かについてお伺いしたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） それでは、岩井議員の６点目の幼児教育・保育無償化と幼稚園

などの教育機関とのバランスについてのご質問にお答えいたします。 

 子育て支援につきましては、平成２６年７月、内閣府より示されました指針がございま

す。そこによりますと、父母その他の保護者は子育てについての第一義的責任を有すると

いう基本認識を前提としています。 

 家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識でございます。もちろん、父母共が協

力して子育てするという男女共同参画社会の側面もこの前提に入っております。 

 その上で、子育てとは本来子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、日々、成

長する子どもの姿に感動して、親も親として成長していくという大きな喜びや生きがいを

もたらす尊い営みであると、私は考えております。 

 こうしたことから、子ども子育て支援とは保護者の保育を肩代わりするものではなく、

保護者が子育てについての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能とな

るよう、園や教育機関、あるいは地域や社会が保護者に寄り添い、支援することが大切で

あると捉えております。 

 そして、子育てに対する負担や不安、孤立化を和らげることを通じて、保護者が自己肯

定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子

どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていくことと考えてお

ります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） ただいま、教育長の本当にすばらしいお言葉を聞いて、ほっと

しておりますけれども、やはり、保護者の肩代わり、教育の肩代わりをする機関ではない、

それをも本当にそのとおりだと思うんです。出発点はやっぱり家庭にあると、私も思って

おります。私自身も４歳でお母さんを亡くして、父親だけに育てられておりますので、い

かに愛情を持って育ててもらえるというのは大事かというのを痛感しておりますし、その

経験が今私もよかったかなという面もあります。本当にお金がただになるから預ける、そ

して親の本来しなくてはならないことを放棄してまでも、何ていうのかな、軽い気持ちで
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されては困るんです。この税金もやはり血税であります。皆さんから尊いお金の増税分で

ありますので、やはりこういうことも１回家族で話し合ってほしいなと思うぐらいなんで

すけれども、家庭について今一度振り返って、皆さんも親ですね、保護者も本当に子ども

たちの成長を限りなく楽しみにしていただきたいし、自分の本分をきちっとわきまえてほ

しいなと思います。 

 以上でございます。 

 それでは、次。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員、申しわけございません。質問の途中ではございますが、

日程の関係で、ここで暫時休憩をいたします。 

            （午前１０時３５分 休憩） 

            （午前１０時５０分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） それでは、大きな２題目。野洲市民病院整備事業の進捗状況と

今後の課題について質問をいたします。 

 今度の野洲市民病院は、今どうなっているの、生きているうちに早うつくってやなどと

まちの声が。一方、野洲駅前建設に反対をされている声も。それでも建設予定地を目の当

たりに見ますと、野洲駅前南口、北口の整備がほぼ完成する中、いよいよ野洲市立病院整

備事業の期待が高まってまいります。 

 ちょうど１年余り前、私は野洲市民病院整備事業について一般質問をしましたが、再度、

照らし合わせながら質問をしたいと思います。今現在、現野洲病院の来年７月の野洲市民

病院に向け、事務職、看護師、医療技術職、全１４職種、合計１８７名、募集は２３４名

でしたが、採用の内定を終え、満たなかった職種は再度募集他と報告が先日ありました。

同時に課題も挙げられていますので、対策を講じられていくものと思いますが、開院に向

けて人事に関してはどのようになっているのかお伺いを政策調整部の部長にお願いいたし

ます。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） それでは、岩井議員の野洲市民病院整備事業の進捗状況

と今後の課題についての、いわゆる職員採用に関する質問についてお答えをさせていただ

きます。 

 来年７月の野洲市民病院開院に向けまして、募集人員に満たなかった職種のうち、事務
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職、看護師及び看護助手につきまして現在再募集を行っているところでございます。野洲

病院からの相談と提案を受けまして、事務職におきましては、一般公募とは分離いたしま

して、現野洲病院勤務者を対象に採用試験を行うこととしており、このような対策を講じ

た上で、職員採用を適切に進めているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） ただいまは、事務職、それから看護職、看護助手の再募集をさ

れるということで、また事務職は分離をして、現野洲病院の職員さんからもう一度という

ことですよね。そういうことでされるということですけれども、やはり人間性、もちろん

事務の遂行はもとより、明るく、今度の病院が本当に来やすいな、いい病院やなと思われ

るような人材もぜひお願いしたいと思います。 

 さて、新野洲市民病院は現在構造設計が行われ、建築確認申請される段階と思われます

が、工事着工までのスケジュールや工事等に関して質問をいたします。政策調整部長、お

願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 工事着工までのスケジュールと今後の工事等に関しての

ご質問でございます。 

 実施設計業務につきましては、現在、構造関係の申請手続に入っているところでござい

ます。平面計画、仕様の再検証、あるいはスタッフや患者等の動線、そういった医療機器

のレイアウトなどの検証などを、そういったことで詳細な検討、調整に今時間を要してい

るところでございます。 

 そういったことから、ホームページに公開しております平成３０年７月時点の工程より

も３ヶ月程度の遅れが生じているところでございます。 

 今後、工程回復に努めますが、申請手続にも一定期間を要するため、実施設計業務の履

行期間の延長など、事業スケジュールの見直しも考えているところでございます。 

 なお、ご質問の工事着工までのスケジュールですが、建築確認申請にかかる手続が整い、

設計業務が完了した後に、速やかに工事発注の手続に取りかかる予定でございます。 

 なお、１２月７日に開催されます野洲市民病院整備事業特別委員会におきまして、詳細

な説明をさせていただきます。 

 失礼しました。１２月１７日開催ということでよろしくお願いいたします。 
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○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） スタッフ、医療機器の調整もあり、また申請中ということなん

ですけれども、今、３カ月の遅れを出しておられるそうですけれども、これは開院に向け

ては差し支えはないんでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 先ほど申しましたように、工程回復に現在努めておりま

すが、申請手続でございますので、相手さんのいわゆる確認を要するために、ちょっと時

期等についてはまだ不確定な要素がございます。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 不確定要素はあるものの、ほぼほぼ順調に行っているんではな

いかとお察しいたします。 

 次に、建築単価ですが、１年余り前の私の一般質問の答弁では、最終的に基本設計では

１００億６，０００万円となった理由として、基本的には用地費用や駐車場費などは当初

から未定ということで含んでいなかったことや、最大限収支に見合う機能向上、近年の全

国での頻発する災害状況、また建築動向を見た免震構造の安全確保などによって、３６万

円から４０万円の平米価格になったとの返答でしたが、ここへ来て、来年１０月から消費

税８％から１０％へのアップ、またオリンピック開催に向けた建築材料費等の高騰など明

白であります。無論、消費税の増額やオリンピック開催は周知のことであり、想定内だと

思いますが、交付金の関係で算定基準もある中、予算に対し、厳しい状況下ではないでし

ょうか。そうかといって、天井知らずとはいきません。 

 その後の建築整備費について市長にお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 岩井議員の新病院の建設費に関してのご質問にお答えをいたしま

す。 

 直近、公表しました施設整備費、平成２９年６月策定の基本設計における金額でありま

すが、今、ご質問で振られました１００億何がしというのは、これは土地代とか機器代が

入っていますので、建築でいえば、病院の建物、病院棟、そして立体駐車場及び連絡通路

ですが、その当時、きちっと積算して申し上げたのが約７２億９，０００万円でした。現

在、実施設計最終段階近いですが、そこで試算しましたところ、約７９億３，０００万円

と見込まれます。 
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 昨年６月の時点から見て、約６億４，０００万円の増額見込みとなります。この原因は

今ご指摘がありました消費税２％分の値上げと、あと、これも世間で言われていますよう

に、近年の建設費の異常な高騰、異常過ぎるかなと思っているんですが、異常な高騰です。 

 建設費の高騰は、資材価格の値上がり、そして労働者の不足による賃金の上昇、それと

今建設現場で土・日休みという、国が指導していますので、実質的にその分でも上がりま

すので、それが原因で上がってくるということで、今の試算をしております。 

 また、具体的には、先ほど部長が申し上げましたように、予定されております特別委員

会でもう少し詳細は説明させていただくつもりです。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） ただいまは６億４，０００万円ほど、逆ですが、増額であると

いうこと、資材、労働力不足、あるいは土・日休みになった労働力の関係で遅れもありま

すし、お金も上がっているということなんですけれども、今度、１７日の日に詳細は説明

していただけるものと思っております。 

 先日も、野洲駅前界隈の方から、野洲病院建設は反対していないが、駅前は反対だと言

われました。意見を交わす場がなかったので、いろいろ話はできませんでしたが、なかな

かご理解いただけていないのが残念でした。 

 ところで、野洲病院の立地場所については、まず市民にとって便利であること、次に医

師をはじめ、看護師、医療スタッフ、病院勤務の関係者にも同様であり、より通勤費など

経費も節約ができるなど、また経営という面からも市の中心部、野洲駅周辺でないと、年

間９億から１０億と見込んでいる外来の収益が高まらないなど、以前から説明されていま

すが、市民の理解も人それぞれです。どうしても説明不足であれば補っていくべきと考え

ます。 

 しかし、この問題は頭から反対の方もおられる中で、全ての市民のご理解をいただくこ

とは無理までも、特に駅前周辺の市民には建設的な話し合いの場は今後においても必要だ

と考えます。 

 市議会といたしましても、年明けに駅前の皆様と懇談を予定していますが、執行部とし

ての今後の予定を市長にお伺いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 病院の整備に関して、市民の皆さんのご理解は必要というか、一

番重要なことだと思っています。もともと病院問題が出てきた段階から全てオープンにし
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て、この約７年間、私も市民も、そして議員の皆様もさまざまな場で市民の皆さんとの話

し合いの場を持ってきていただきました。 

 特に、今年になってからは、出前講座をして、職員が出向いて、いろんな地域で皆さん

方とお話をしています。 

 具体的に言えば、８月に桜生老人クラブ、９月に南桜老人クラブ、妙光寺なごみサロン、

今月に長島老人クラブから依頼がありまして、職員が出向きまして、自治会館で病院事業

の説明会と皆さんとの話し合い、意見交換を持っています。私もいろんなところで、場を

設けていただいて、話し合いを持っています。これからも同様の対応です。 

 また、建設予定地であります駅前自治会に対しましても、今年２月３日に自治会員と懇

談会を市と自治会で共催で持ちました。３月に自治会において開催された勉強会へも参加

をしていますし、５月及び１０月には、自治会役員との懇談を職員が行って、状況報告、

意見交換等を行っています。 

 このように、従前どおり、話し合いの場を持っていきたいと考えています。 

 駅前での立地というのは、これは今もふれていただきましたように、専門家、市民代表

を入れての話し合いの中で、病院が要るか要らないか、必要だ、いや、必要だけども、病

院が可能かどうかという中で、駅前の土地だったら経営が可能だということから、説明で

きていますので、ここまで来ている中で病院は必要だけれども駅前は困るという論理は残

念ながらもう通用しない。だから、病院は必要だけども駅前は困るという考えはわからな

いでもないですし、そういうご意見もありますが、結論として言えば、病院は要らないと

いうのと全く同じ論理にならざるを得ないかなというふうに思っています。 

 これからも最大限、市民の皆様、近隣の皆さんとの話し合いの場を持っていきますが、

ここまで来た段階では、駅前にいい病院をきちっと整備をして、そして皆さん方がその受

益を受けていただいて、駅前にあってよかったなという実感を感じていただくことによっ

て、納得いただくということも必要かなというふうに考えています。 

○議長（橋 俊明君） 岩井議員。 

○６番（岩井智惠子君） 市長も言われたように、全てをくんで事を運び、出前講座、あ

るいは職員が出向いて各自治会にも足を運んでいるということで、決してやっておられな

いわけではないので、といっても、そういう場に出ない方が逆にこういう病院は賛成やけ

ども、あの場所ではなとか無理解なことをおっしゃる方は出ておられる回数が少ないんじ

ゃないかなという懸念もございます。 
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 野洲市民病院建設への期待は今後ますます高まってまいります。駅前という立地場所に

ついても近隣の市町村はその市町村にはその例がなく、まちの賑わいもしかり、多くの市

民や近隣の市民の関心や期待も高いところであります。そうした期待を担って、野洲市な

らではの市民病院であってほしいと私も願っております。 

 そして、私たち議員も共にしっかりと地に足をつけ、市民の命と健康を守るための仕事

を果たしてまいりたいと思います。 

 本当に今日はありがとうございました。以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 次に、通告第２号、第７番、津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 第７番、津村俊二でございます。よろしくお願いいたします。 

 私からは３項目にわたって質問をさせていただきます。ハードでなくてソフトな部分で

質問させていただきます。 

 まずはじめに、ヘルプマークの普及、啓発についてであります。ヘルプマークの普及、

啓発についてお尋ねをいたします。ヘルプマークとは義足や人工関節を使用している方、

内部障がいや難病の方、または妊娠初期の方など、外見からわからなくても援助や配慮を

必要としていることを知らせることで、援助を得やすくなるように作成したマークであり

ます。 

 また、マーク全体の色である赤はヘルプイコール普通の状態ではないことを発信するも

のです。ハートのイラストには相手にヘルプする気持ちを持っていただく意味もあります。

シンボルマークで市民の人々が直感的に理解し、すぐに行動に結びつけられることを意図

しています。 

 障がいがある方などが社会参加をする上での物理的、精神的な障壁を取り除くバリアフ

リーは１９８０年代から進展いたしました。人々の意識は徐々に変化いきましたが、目に

見えない障がいについてはなかなか率先した行動につながりませんでした。 

 昨年４月から、県はヘルプマークの配布を始めました。本市においても希望者が直接入

手したりされているとお聞きしました。所持された方からはバッグにつけて持ち歩くよう

にしていますが、このヘルプマークを携帯しているだけで外出する際にはとても安心です、

また、いざというときに周りの人に勇気を出して助けを求めたりできます等々、たくさん

の方から喜びの声が届けられているとお聞きしています。 

 しかし、反面、ヘルプマークをつけておられる内部障がいのある方から、電車の優先座

席に座っていたら、変な目で見られたとか、ヘルプマークの存在を知っている健常者の方
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から周りの人たちが認識しないと意味がない、もっと周知を図るべきだとのお声もたくさ

んいただきました。 

 一昨年４月に、障がい者差別解消法が施行されました。重要な目的の１つがこれまで見

過ごされてきた障がいのある方の状況を周知し、認識を深めることです。そして、障がい

のある方もない方も誰もが安心して暮らせる社会を目指しています。ヘルプマークの目的

はまさにここにあります。お互いに支え、支えられる真の意味での共生社会の実現へ向け

て、ヘルプマークの普及、啓発は大変重要な役割を担うと考えます。 

 また、昨年７月にはこのヘルプマークが日本工業規格ＪＩＳに加わりました。経済産業

省や厚生労働省のホームページでも紹介されています。一部抜粋ですが、厚生労働省のホ

ームページには、平成２９年７月２０日に経済産業省において２０２０年の東京オリンピ

ック・パラリンピックに向けて、またさらに先日、２０２５年には大阪万博が開催決定さ

れました。日本人だけでなく外国人観光客にもわかりやすい案内を図記号とすることを目

的に、案内用図記号の規格が見直され、その中にヘルプマークが追加されました。配慮や

支援を必要とする方々を示す記号として、今後、ヘルプマークが今以上に活用されていく

こととなります。ヘルプマークを身につけた方を見かけた場合は、電車、バス内で席を譲

る、困っているようであれば声をかけるなど、思いやりのある行動をお願いします。東京

オリンピックを機に、国内だけでなく海外の方にも広く知ってもらうための大きな一歩で

あります。 

 そこでお尋ねいたします。今後、ヘルプマークの利用者がふえると予想されますが、本

市での推測する対象人数と現在までの普及状況はどうなっているのかお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、津村議員のヘルプマークの普及、啓発につい

てのご質問にお答えいたします。まず、本市で推測する対象人数と現在までの普及状況に

つきましては、ヘルプマークの配布の対象となる方はご質問のとおり、外見ではわからな

い方でございまして、障害者手帳の有無に関わらず難病や内部障がいのある方、義足や人

工関節を使用している方、妊娠初期の方など、援助や配慮が必要とされている方ですので、

客観的に把握できない方がいらっしゃることから、推測の対象人数につきましては持ち合

わせておりません。 

 ただし、参考に申し上げますと、平成３０年４月１日現在で、本市における身体障害者

手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳の所持者、難病登録者、母子手帳発行数を合わせます
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と、延べ人数で２，９０１人でございます。なお、これらの手帳を重複してお持ちの方が

いらっしゃいますので、実人数ではないということと、外見でわかる方も含まれていると

いうことを念のため申し上げておきます。 

 次に、２点目の現在までの普及状況につきましては、本市では、ヘルプマークの配布は、

先ほどもご質問の中に、県が始めた期日が平成２９年４月とおっしゃいましたですが、同

時の平成２９年４月から始めたところでございまして、２９年度は４１個を、本年度は１

０月末までで既に５７個を配布しております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 続けて、また今後の普及に向けてどのようにお考えかを伺います。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） 続いて、今後の普及に向けての考え方につきまして、ご

説明を申し上げます。 

 ご質問のとおり、平成２９年７月に経済産業省において、東京オリンピック・パラリン

ピックに向け、国内外を問わず、よりわかりやすい案内用図記号として、ＪＩＳの案内用

図記号、ピクトグラムとも呼んでおりますが、これに追加されたことを受け、オリンピッ

ク・パラリンピックの開催に向けて、今後、ますます普及、啓発が進むと予想されること

から、本市も県と連携しながら、今後も継続して広報などにより、普及、啓発に努めてい

きたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 続けて、このヘルプマークは本人が所持するかしないかは自由で

あります。しかし、ヘルプマークの普及促進に努めていくことは本人や家族、支援する人

の安心につながると同時に、広く市民の皆さんに知っていただかなくては意味がありませ

ん。 

 なお、一層の普及、啓発に努めていただきたいと思いますが、本市ではどのような場所

に掲示されているのかを伺います。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、ポスター、チラシ類の掲示場所のご質問にお

答えいたします。現在、市役所、市役所は北部合同庁舎も含まれますけども、健康福祉セ
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ンター、発達支援センター、図書館、東消防署は事務室になりますが、ここはなぜ事務室

かと申しますと、救急搬送業務等がありますので、職員への周知のために掲示をさせてい

ただいております。その他、人権センター、なかよし交流館などの公共施設等に掲示して

おります。また、ホームページでもお知らせしており、普及、啓発に努めておるところで

ございます。 

 また、県下では、滋賀県と企業との包括連携協定によりまして、市内では大型量販店の

イオンビック、及び平和堂にポスターを掲示いただいています。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） そのポスター以外で、普及、啓発に向けて、どのような方法がと

られていって、今後、どのように進めていくかもお伺いします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、続いてのポスター以外の普及、啓発の方法と

今後の進め方でございますが、引き続き、ポスターの掲示、チラシの配布、ホームページ

への掲載の他、今後は、今日まで広報等は余りしておりませんので、広報への掲載につき

ましても取り組んでまいり、障がい問題につきましては定期に障がいに関する記事を掲載

しておりますので、その中に組み入れていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） ぜひ、広報にも掲載をお願いしたいと思います。あと、市内を巡

回しているコミュニティバス等には掲示されているかを伺います。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、コミュニティバスへの掲示の件につきまして

お答えをさせていただきます。 

 現在、コミュニティバスにはポスターやチラシは掲示いたしておりません。掲示すると

なりますと、このマークそのものが現在東京都の登録商標のマークとなっております。今

手元にチラシがあるんですが、滋賀県のチラシです。商標登録されているということは著

作権があるということですので、これをつくるにあたっても、東京都の方に申請を上げて、

承認をいただいてこれがつくられております。 

 県の方もマークそのものもつくって配布しておるんですが、この大きさの規格もありま



 －51－

して、マークと余白の割合も決まっています。材質も決まっています。これを１８０度に

折ったら、損傷が出ないようにとか、細かいそういった商標登録上の規格がありますので、

コミバスに張ろうとしますと、このマークそのものを縦横同じ割合で拡大縮小することは

いいんですが、縦だけ拡大するとか、横だけ拡大するとかは駄目で、このマークと、あと

これが何のマークかいうのをお知らせする説明文が要りますので、説明文を書き込もうと

すると、一定の紙面、スペースが要ります。 

 また、不特定多数の方が乗られますので、例えば老眼鏡をおかけ、文字を読むときにか

けておられる方が、それを持ってなくてバスに乗ったときは裸眼で読むことができるサイ

ズの文字にする必要があるということから、一定の大きさが要ります。 

 そうなってきますと、現在、ワゴンタイプのバスですと、そういった十分なスペース、

こういったＡ４サイズでもなかなか張るということが困難な状況ということがありますの

で、そのことよりもコミバスにつきましては、運転手の丁寧な対応するように、運転手へ

の周知、啓発を図っていくことの方が、著作権の関係がありまして、今、たちまちすぐに

対応できるということができませんので、また単独でつくるということになると、うちの

方が東京都に申請して承認をもらってという大変手間のかかることですので、今言うてす

ぐにできるというものでもありませんので、コミバスについては、たちまちは運転手への

対応の方の周知を図ってまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。私も電車はよく乗ったりもするんですけ

ども、野洲駅から乗ったときとか、ほとんどヘルプマークをつけておられる方というのは

見かけないんですけども、先ほど答弁していただいた５７個の方、５７名の方が持っては

るんですけども、利用されているかどうかというのも疑問というか、わからないんですけ

ど、また対象者が約２０９名おられるということですけども、これからまた認知症の方も

そうですけども、そういう見た目ではわからない障がい者ということですから、その方々

が利用しやすい環境づくりというのをしていかないといけないと思うんです。 

 ですから、ぜひとも、そういう広報とか、電車の、そういう野洲駅の方にお願いして、

電車の構内でも１枚張っていただけるようなことはしていただけるかどうか、もしお答え

できたら、ご答弁をお願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 
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○健康福祉部長（高橋謙二君） ただいまのご質問につきましては、また内部の方と、県

内の他市町とも情報交換しながら検討してまいりたいと思っております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 私としましては、まだまだそういうポスターというか、コミバス

でももし張っていただけるんであれば、「これ、なあに」という、そういう声というか、こ

れは何のマークという、まだまだ知らない方がいらっしゃるので、その知らない方たちへ

の認知を周知、普及、啓発をしていただけるようにお願いして、この質問を終わりたいと

思います。 

 続きまして、２項目目のＳＤＧｓの実現について質問したいと思います。ＳＤＧｓは世

界が２０１６年から２０３０年までに達成すべき、１７の環境や開発に関する国際目標で

あります。日本では持続可能な開発目標と訳されます。２０１５年９月の国連持続可能な

開発サミットで世界１９３カ国が合意し、２０１５年に達成期限を迎えたミレニアム開発

目標ＭＤＧｓの後継として採択されました。 

 地球環境や気候変動に配慮しながら、持続可能な暮らしや社会を営むための世界各国の

政府や自治体、非政府組織、非営利団体だけでなく、民間企業や個人などにも共通した目

標であります。 

 発効は２０１６年１月、「だれひとり取り残さない」をスローガンに、貧困や飢餓の根絶、

質の高い教育の実現、女性の社会進出の促進、再生可能エネルギーの利用、経済成長と生

産的で働きがいのある雇用の確保、強靭なインフラ構築と持続可能な産業化・技術革新の

促進、不平等の是正、気候変動への対策、海洋資源の保全、陸域生態系、森林資源の保全

など、１７の目標と各目標を実現するための１６９のターゲットからなる。 

 ＭＤＧｓが途上国の貧国、飢餓の撲滅や教育の確保に主眼を置いていたのに対し、ＳＤ

Ｇｓは全ての国、地域を対象とし、ＭＤＧｓの目標に加えて、経済危機、気候変動、伝染

病、難民や紛争などへの対処に力点を置いている。目標には法的拘束力はなく、達成状況

を図る方法も各国に任されています。 

 繰り返しますが、２０１５年９月、国連で採択されたＳＤＧｓ、持続可能な開発目標は

「だれひとり取り残さない」との理念を掲げ、貧困のない持続可能な世界を次世代に受け

継いでいくことを目指し、２０３０年までに達成する１７の目標、１６９のターゲット、

２３０の指標を示し、既に世界規模で取り組みが始まりました。 
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 「だれひとり取り残さない」との理念は、公明党が長年掲げてきた生命・生活・生存を

最大尊重する人間主義の理念と合致いたします。ＳＤＧｓが国際社会のすみずみまで浸透

するよう、強力に推進していく必要があると思います。 

 ジャパンＳＤＧｓアワード総理大臣賞を受賞した北海道下川町では、社会動態減少が緩

和され、個人住民税が１６．１％増などの結果を得ており、持続可能な地域社会を実現で

きたと、その成果を示しました。 

 また、北米やヨーロッパではＳＤＧｓに取り組む企業は高く評価され、未来への投資で

あり、必須であることもうかがえました。 

 富山市では、施策の中で、ＳＤＧｓにあたるものについて１７のどの目標に該当するか

マークを添付し、自治体として積極的に取り組んでいる市政を明確にしております。 

 学校教育では今回の学習指導要領の改正で「持続可能な社会の創り手の育成」が明記さ

れ、ＳＤＧｓを積極的に推進することになりました。 

 そこで伺います。まず、最初に本市としてＳＤＧｓに対しての認識を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） それでは、津村議員のＳＤＧｓの本市の認識という点に

つきましてお答えをさせていただきます。 

 ＳＤＧｓが目標とする、「だれひとり取り残さない持続可能なまちづくり」は、野洲市が

今まで取り組んできた、伸びようとする市民や企業への成長支援、そして困難な状況にあ

る市民や企業への自立支援、そして秩序と安全を守り、市民の元気と安心を伸ばすまちづ

くりと考え方を同じくするものだと認識してございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 今年の１０月に、先進地であります静岡市へ行ってまいりまして、

このＳＤＧｓの取り組みが本当に市民を巻き込んでされていること、多々ございました。 

 野洲市の総合計画も本当に、目標というか、住みたいまち、住み続けられるまち等々、

かなりリンクするというか、共通な目標になるこのＳＤＧｓの目標とも重なることが多々

ありますので、２０３０年まで約１１年あります。その中でぜひともこのＳＤＧｓを市民

の方にも広げていけるようなそういう取り組みは考えておられますでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 取り組みについてのご質問でございます。 
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 一例になりますけれども、生活困窮者対策については、経済的困窮だけでなく、地域社

会からの孤立、その他の生活上の諸課題を抱える市民までを対象に含めまして、相手に寄

り添った支援を行っているところでございます。 

 学童保育所につきましては、市が責任を持ちまして、小学６年生まで待機なく、また発

達支援や障がいのある子どもさんにつきましても、関係者で十分な協議を行いまして、可

能な限り、受け入れる方針で運営を行っているところでございます。 

 他にも、高齢化の進展に対応したコミュニティバスの路線の拡充、あるいは市民の健康

と医療を守るための市民病院の整備、保護者の利便性や子どもの成長過程を尊重した市独

自のこども園の運営、特別支援教育の充実や不登校対策、あるいは児童虐待防止体制の充

実等、今までから多くの取り組みを行っているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 今のは２点目の答弁でよかったでしょうか。 

 次に、主として３点目のＳＤＧｓにどのように取り組んでいくのかの所見を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 今後の取り組みという所見のご質問でございます。ＳＤ

Ｇｓに取り組むという考え方ではなく、これまでどおり、市として取り組むべきことをし

っかりと取り組んでいくことが一番重要であるというふうに考えております。 

 結果的に、「だれひとり取り残さない」ということがＳＤＧｓの理念でございますので、

そういった持続可能なまちづくりにつながるという考えのもと、着実にまちづくりに取り

組んでまいりたいというふうに考えております。 

 以上、お答えとしてさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） １７の目標、私、これ、ＳＤＧｓのバッジをグッズで購入という

か、仕入れたんですけども、１７の目標があって、子どもたちにも、まちづくりの、そう

いうＳＤＧｓというのはまちづくりであり、何度も申し上げますけども、「だれひとり取り

残さない」というすばらしい世界で取り組んでいる事業ですので、先ほど、部長がおっし

ゃいましたその取り組みはどこのどのターゲットに当たるかとかいう、そういう振り分け

とか組み込みとかいうことは考えておられませんでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 
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○政策調整部長（竹中 宏君） １７の項目ということに対しては特にどのターゲットと

いうことは考えておりません。先ほど申しましたように、今までの取り組みをしっかりと

進めていくことが一番重要であると、そのように考えているところでございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） ぜひとも、私もこのＳＤＧｓというそのネーミングはしかり、内

容を市民の方に私なりにこう広めていきたいと思いますけども、また市としても２０３０

年まで総合計画とあわせて、世界の開発目標ですから、また野洲市も乗り遅れないように

しっかり取り組んでいければと思います。 

 次に、学校教育で取り組みされている自治体もありますけども、本市ではどのような認

識か伺います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 津村議員の４問目のが学校教育におけるＳＤＧｓの本市での認

識についてお答えいたします。 

 本市の、先ほどからの答弁にありました認識同様、学校教育におきましても、これまで

人権教育をベースに取り組んできております。あらゆるところで、一人ひとりを大切にす

る取り組みというのは、このＳＤＧｓの目標とする「だれひとり取り残さない」取り組み

と考えを全く同じくするものだと認識しております。 

 また、このＳＤＧｓが言っておられる「持続可能な社会の創り手」となる子どもたちを

育てることも、これまでも取り組んでいるところでありますし、これからも一層力を入れ

ることが重要であると認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） その学校教育で授業でこのようなテーマを取り上げて、授業とい

うか、そういうことを広められたことはございますでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 学校におきましての取り組みとしましては、直接、ＳＤＧｓを

テーマしにした取り組みというのは行ってはおりません。しかし、先ほど、２点目で政策

調整部長の答弁に少しふれられておりましたけども、学校教育全体を通して、きめ細やか

な支援を行うなど、一人ひとりを大切にした教育活動を進めています。 

 また、授業では、子どもたちが議論しながら、さらに教え合いをしながら共に学ぶとい
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う学習や、しんどい思いをしている子どもたちに寄り添いながら、人と人とのつながりを

大切にした仲間づくりなどを進めています。 

 こうした取り組みを通して、人と豊かにつながり合い、誰一人取り残さない関わりがで

きる子どもの育成を図っています。こうした教育活動は、ＳＤＧｓの狙いを全く同じにす

るものであるというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 今、取り組まれたのがその内容ということでよろしかったでしょ

うか。ありがとうございます。 

 このＳＤＧｓという、私も最初、言いにくかったりしたんですけども、このＳＤＧｓそ

のもののこの言葉を広めていかないといけないというふうに思っております。ぜひ、普及、

啓発、また取り組みを、何も団体で組織で取り組むだけでなく、一人ひとりが取り組める

ことだと思いますので、しっかり広めていけるようにしていいただきたいと思います。 

 次の質問に移りたいと思います。最後の３項目目ですけども、観光危機管理の充実につ

いてであります。国内に多くの観光地を有する我が国にとって、観光業は主要産業となっ

ています。また、政府は東京五輪・パラリンピックが開かれる２０２０年までに年間の外

国人観光客を４，０００万人までふやすことを目標とし、観光立国の実現を目指していま

す。 

 こうした中にあって、９月には台風２１号の上陸や北海道胆振東部地震で大きな被害が

発生し、関西空港や新千歳空港が一時閉鎖され、札幌市内のホテルではブラックアウトに

よる停電等で観光客に大きな影響が出ました。とりわけ、外国人観光客にとっては多言語

での災害・交通・避難情報が十分でないなど、災害時の対応に大きな課題を残しました。 

 災害の多い我が国においては、観光の危機管理は重要で、各自治体における観光客、外

国人観光客を含む、に対する防災や災害時の支援体制について伺います。 

 まず、はじめに本市の防災計画に観光旅行者に対する避難場所、避難経路などの計画が

定められているか伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、津村議員の観光危機管理の充実についてのご質問

の１点目、本市の防災計画に観光旅行者に対する避難場所、避難経路などの計画が定めら

れているかというご質問についてお答えいたします。 
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 野洲市地域防災計画では、市域を超える避難者の受け入れを含めて想定しております。

避難場所は市の指定避難所、また指定緊急避難所をご利用いただくこととしてございます。 

 また、避難経路についてでございますが、災害時、被災された場所から市の指定避難所、

指定緊急避難所までの間において、道路が寸断されるなどの場合が想定されますことから、

あえて市の指定は行っておりません。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 本市は防災計画に外国人観光客へ情報伝達に関する事項が整備さ

れているかを伺います。以下の４項目についてであります。 

 災害情報の多言語化、多言語標識、通訳ボランティアの整備など、県や政令市等での災

害関連情報の多言語メール配信システムの整備、外国人観光客に対する避難所の運営、関

係機関や関係団体との連携、領事館を含むについてお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、津村議員の２点目の本市の本市の防災計画に外国

人観光客への情報伝達に関する事項が整備されているのかとの質問についてでございます

が、市地域防災計画では、外国人観光客を問わず外国人ということで定めております。 

 まず、１つ目の項目の災害情報の多言語化、多言語標識であるとか通訳ボランティアの

整備でございますけども、それについては現在行っていません。 

 また、２つ目の項目の災害情報の多言語メール、これも市のということになりますので、

市の災害関連情報の多言語メール配信システムの整備についても現在行っておりません。 

 あと、３つ目の項目の外国人観光客に対する避難所の運営についてでございますが、市

では万一の災害に備え、平成２９年度、３０年度と２カ年にわたりまして、避難所の適正

な開設・運営を図ることを目的に、市民主体の避難所の開設・運営の訓練を実施しており

ます。その訓練では、避難所の開設・運営にあたり、市民、また外国人観光客の区別のな

い想定で訓練を実施しております。 

 また、４つ目の項目の関係機関や関係団体との連携でございますが、これにつきまして

は、まず公益財団法人の滋賀県国際協会において、災害時の外国人への配慮が必要である

との認識から、本年１０月３０日に、災害時外国人対応に関する意見交換会を実施されて

おりまして、県内市町の取り組み状況について情報を共有しております。 

 また、野洲市国際協会とはこれまで以上により一層連携を行いまして、災害時の外国人
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の支援に努めてまいりたいと考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 今、されていないという１点目と２点目の、今後はそのようなこ

とを検討するということはないでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 外国人旅行者へのということでございますので、外国人旅行

者向けの災害時ですと、国土交通省の観光庁等で災害提供のアプリ等を提供しておられる

ものがございますので、それで対応ができるかなということも考えておりますし、今のと

ころ、そのようなアプリを検討することは考えておりません。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） 次に、災害時におけるホテル協会や旅館組合との協定はできてい

るのかを伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） ３点目の災害時におけるホテル協会や旅館組合との協定はで

きているかということでございますが、市内にホテル協会や旅館組合がないため、協定は

締結しておりません。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） わかりました。次に最後の質問になりますけども、観光関連施設

の耐震化はどのようになっているのか伺います。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 津村議員の観光関連施設の耐震化はどのようになってい

るのかという質問にお答えします。 

 本市における観光客が多い施設といたしましては、滋賀県の希望が丘、あるいは花緑公

園にあります各施設、そして野洲市の歴史民俗資料館、びわ湖鮎家の郷、及び関連性の高

いものですと、駅前のホテル、そういったものは耐震基準に適合していると聞いておりま

す。 

 ただ観光客の行動自体というのは、観光施設にととどまるものではなくて、広範囲にわ
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たっておりますので、議員の一連のご質問の文脈から言いますと、一般建築物全体として

お答えするとなると、野洲市地域防災計画におきましては、建物全般及び特定の工作物の

安全性の確保については、建築基準法及び関連法令の防災関係規定に基づきまして、審査、

確認、指導等を県が行っています。 

 そのことから、市といたしましては、県の指導に協力して、災害時の被害拡大の防止に

努めるといったことになります。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 津村議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。観光客が今後ふえていけるように、また

ふえていったときのそういう災害時等、想定外のことが起きるということがないように、

しっかりと私たちが取り組んでいかなければならないというように思います。 

 尻切れとんぼで、これで質問を終わりたいと思います。ありがとうございます。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。 

            （午前１１時４８分 休憩） 

            （午後 １時００分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。次に、通告第３号、第１５

番、東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） １５番、東郷正明です。今日は３つの質問をさせていただきま

す。 

 最初に子ども食堂についてお尋ねします。貧困格差が広がる中、子どもの貧困率は６人

に１人が子どもの貧困だと言われています。そうした状況下において、全国で子ども食堂

が多くの人たちのボランティア活動や市民の支えで取り組まれています。県内で現在５２

カ所まで広がっていますが、貧困世帯の子どもたちに限らず、幅広い人たちの交流の場と

して定着しつつあります。 

 滋賀県では社会福祉協議会や滋賀の縁創造実践センターが支え合う社会づくりの一環と

して、初年度２０万円、その後の２年間は１０万円ずつ補助されています。しかし、滋賀

県は２０２４年に行われる第７９回の国体には５００億円を超える巨額の税金をつぎ込も

うとしていますが、国体の開催期間はわずか１１日間です。県は来年から４年間、行革と

して暮らし、福祉、農業など５８２項目をばっさり減額しようとしています。子どもの食

堂の補助金１，０００万円を廃止しようとするのもその中の１つです。国体に５００億税
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金を投入し、わずか１，０００万円の子ども食堂の補助金廃止というのでは、県民主役の

県政にはほど遠い、箱物ゼネコン型県政ではないでしょうか。 

 そこでお尋ねします。市は子ども食堂についてどのような見解を持っているのかお尋ね

します。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、東郷正明議員の子ども食堂のご質問の１点目、子

ども食堂の見解についてお答えいたします。 

 子ども食堂につきましては、地域のボランティアが子どもたちに対し、無料または安価

で栄養のある食事や温かな団らんを提供する取り組みであると認識をしております。しか

しながら、貧困で食事がとれない子どもたちがいること自体が社会の大きな問題であり、

本来ならば、健全な国家として、子どもたちに豊かで必要な生活環境や教育・文化を提供

する責任があると考えております。 

 市においては、生活困窮者支援として、貧困の連鎖防止を目的に実施している学習支援

事業に取り組んでおり、地域のボランティアの協力を得て、学習に参加する子ども達に、

おにぎりやみそ汁等の食事を提供しております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 子ども同士が食事を通じて参加しているお友だちや大人とのコ

ミュニケーションが図れ、成長できる場として貴重な体験の場となっています。市では困

窮対策支援として学習支援なども行っているということですが、子ども食堂の拡大が必要

と考えますが、見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 子ども食堂につきましては、今現在、野洲市でも３団体ござ

いますが、県内では１０６カ所できていると伺っております。現在、今、東郷議員がおっ

しゃいました縁創造実践センター、こちらの方でこの補助金、助成金を使って立ち上げ支

援をしていただいておりますので、いろんな子ども食堂を実施される団体もふえてきてい

るということで思っております。 

 市としては、生活困窮支援の中で市の事業の学習支援事業として、子ども食堂ではあり

ませんが、食事を提供することでしっかりとした学習ができるような環境整備に努めてい

るところでございます。 
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 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、市として、子ども食堂ではないけれども、学習支援として

行われるということなんですが、それは中身は子ども食堂のその部分も含まれているので

すか。お尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 子ども食堂ではなくて、学習支援事業として、おなかがすい

ていたりすると、学習に身が入らないということがありますので、環境整備としてしっか

りと食事をしていただいて、学習をしていただくということで提供しているものでござい

ます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、子ども食堂を運営されている方から要望が出ているのでは

ないかと思うんですが、どのような要望が出ているのかお尋ねをします。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 子ども食堂を運営されている方からの要望についてのご質問

でございますが、子ども食堂を運営されている１団体から、子ども食堂の助成金がなくな

るため、他に対象となる助成金の制度はないだろうかとのお問い合わせが市長及び関係課

にございました。該当する制度はないということでお伝えしております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 子ども食堂が今後も引き続き行われていけるようにと思ってお

られるのは、どこの子ども食堂でも同じ思いを持っておられると思います。他の助成金と

か何とかでできないかという声ですが、そこはやっぱりしっかり対応していただきたいと

思います。 

 県に対して、市として子ども食堂の補助金制度の廃止を撤回し、拡充することを求める

べきだと思うんですけども、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、市が子ども食堂の補助金廃止について撤回等を求

めるべきではないかというご質問でございますけれども、当該補助金につきましては、滋

賀県から滋賀県社会福祉協議会に交付され、滋賀県社会福祉協議会が事務局を担っている
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任意団体の滋賀の縁創造実践センターが、「遊べる・学べる淡海子ども食堂」モデル事業の

立ち上げ等の資金として助成されていると認識をしております。 

 市としては、県に対し、当該助成金廃止の撤回及び拡充を求めることは考えておりませ

んが、１月１７日に開催予定の滋賀県市長会議臨時会において、滋賀県の来年度の予算の

あり方について協議をする予定でございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 市長会ということで、しっかり予算の精査のときに、そういう

のを求めていただきたいと思います。 

 質問では、４番、５番となっているんですけども、５番の方から先にお尋ねしますので、

よろしくお願いします。 

 いろんな場で県に求めていただくのは当然ですけども、やはり県からの社会福祉協議会

とか淡海子ども食堂ですか、縁会、そういうところを通じて今行っている子ども食堂がや

っぱり存続できるように、そうした補助金がなくなれば市内の子どもの食堂が立ちいかな

くことも考えられますので、市として支援すべきではないかと思いますが、いかがでしょ

うか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、次の子ども食堂に対する支援についてのご質問に

お答えいたします。 

 県の補助金がなくなるということで、市として、新たに補助金を創設するなどの支援策

は考えておりません。 

 なお、滋賀の縁創造実践センターの事務局である滋賀県社会福祉協議会に確認いたしま

したところ、当該補助金については、平成３０年度末で滋賀の縁創造実践センターが解散

するため、モデル事業は終了となるが、３１年度から滋賀県社会福祉協議会が事業を継承

することから、現在、支援策を検討中であるとの回答がございました。 

 市としては、県が最後まで責任を持って支援することが必要であると考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） ３０年で縁創造センターが解散するということで、社会福祉協

議会、３１年度から引き継ぐということで、これはしっかり引き継がれるようにまとめて
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いただきたいと思います。また、できないのであれば、市として支援すべきだと思うんで

す。１カ所１０万円であり、３０万円の予算がこの野洲市で出せない財政ではないと思う

んですけど、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 先ほども何度もお答えしておりますけれども、新たに補助金

を創設するということではなくて、最初立ち上げの支援で、県がされたことですので、最

後まで責任を持って支援することが必要であるということを考えております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） しっかり支援する体制に要請をしていただきたいと思います。 

 次に、４番に入ります。野洲市内で３カ所、子ども食堂が行われていますけれども、そ

の３カ所の中で、いろいろやり方が違うように思うんです。和田で行われている子どもの

食堂は解放こども会に入っている子どもたちが参加されています。また、学習支援も行わ

れていて、学習支援を行われていないところもあるんです。旧態依然の同和事業が継続さ

れているような形になっているようにも思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、和田で行われている子ども食堂についてのご質問

にお答えいたします。和田で行われている子ども食堂でございますが、解放こども会とそ

の保護者会が自主的な取り組みとして実施されています。 

 平成２８年度から同和対策事業は、一般施策化してあらゆる人権施策を一体的に取り組

んでいるところでございまして、同和対策事業が継続されているものではございません。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 和田で行われている子ども食堂、それで北比江の交流センター

の中で行われている子ども食堂ですけれども、やっぱり、この学習支援というのはそれは

必要やと思うんです。そやけども、その３カ所で行われていて、どの子どもたちも学ぶ権

利や生きる権利、そこは同じだと思うので、全ての子どもたちに同じような支援をできる

ような、体制としてもボランティアとかそういう参加の方もおられますけども、そこはそ

ういうふうに求めたいと思うんですけども、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 総務部長。 
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○総務部長（小山日出夫君） ただいまの東郷議員のご質問でございますが、人権施策の

立場から、私の方からお答えをさせていただきます。 

 確かに平成２７年度以前、同和対策事業を一般施策化する前におきましては、いわゆる

部落差別をはね返して、あらゆる差別をなくし、仲間をつくることを狙いに、解放学習と

いうような形で実施をしてございました。 

 その後、一般施策化しました平成２８年度以降の今現在のあり方につきましては、平成

２７年度に人権教育課に配置をしました教育担当教諭を引き続き配置をしまして、いわゆ

る全市を対象に教育支援を行っているところでございます。 

 自主活動学級につきましては、保護者会と地元で現在運営をしていただいております。 

 また、事業主体でございます保護者会等が活動を行うにあたっては、もし教職員が必要

と判断される場合は、教育委員会に依頼をいただきまして、教育委員会が必要と認めたと

きは派遣をしているという状況ですので、特に同和対策に集中した事業で行われているわ

けではございませんので、子ども食堂とあわせて、そういった機会をあわせて、こういっ

た学習の場を設けているというような現状で、これはあくまでも自主的に活動されている

というところでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） だとすれば、学習支援とかやられないところが、学習支援とか

教育委員会等にお願いするようなことであれば、学習支援も全てのところでやっていただ

けることも可能なんですか。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 先生方がボランティアで参加されていますので、またそれは個々

に言っていただいたらと思うんですが。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） またお願いがあれば、よろしく対応してもらいたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まず、野洲市の場合は、先例をつけて、子ども食堂レベルが駄目

なので学習支援とセットでやっています。今、お問いかけの縁は県が後から乗り出してき

て、県費でお金をつけ出したから、だから、ボランティアの方が取り組まれたわけです。
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もともと３年でやめると言っていないのに、さっき言われた原因か何か知りませんけども、

勝手にはしごを外しているわけです。野洲市は責任を持って生活困窮の支援として学習と

食堂をセットでやってきています。 

 ですから、先ほど部長が答えたように、今の問題は、冷たくするつもりは全くないんで

すが、まず、滋賀県が責任を持つべきだというふうに思っています。 

 それと、今、お問いかけの地域のは、地域で保護者が取り組まれた場合は何らかの支援

はしますけども、私は議論していて、ボランティアで教職員が出ていくことについては大

いに疑問があると、前から言っています。まさに、今、教職員の働き方改革であって、教

育長が今ボランティアで行っていただきますと、これは言っては駄目なことでして、きち

っと必要なところには正金を充てる、あるいはきちっとサポートするという中でやってい

ます。 

 前は、センターにいた職員をさっき総務部長が答えましたように、全市で保護者から何

らかの相談があった場合には、派遣する体制はできていますけども、こちらから教室を求

めに行くわけではなくて、それは現場で特別支援のスタッフをふやしたり、補助のスタッ

フをふやすことによって、学校の中できちっと学習の遅れとか、成長の支援をしてまして、

あえて地域でやっていただくというのは別の問題だと思っています。保護者の問題意識と

か、地域の取り組みです。 

 今、東郷議員がおっしゃったように、地域で何かやる場合には教育委員会が出てくるか

と、これはもう市が責任を持つのは学校教育の中で責任を持つべきでして、あとは地域と

か保護者の問題です。 

 ただ、どうしても学校教育との絡みで地域で何かなということであればそうですし、そ

れ以外の市民活動だったら、これは生涯学習とか、そういった観点の中で取り組むべきも

のだと思っています。 

 いずれにしても、要望せよ、要望せよと言っておられますけど、徹底的にやっています

けども、県会議員２人か３人抱えておられるんですから、ぜひ自分とこでも滋賀県とやり

合っていただいたらいいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 私ところでも議員さんがおられますので、そこは求めますけど

も。 

 他市の子ども食堂の学習支援なんかを見ていると、元教師とかそういう人がボランティ
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アに行っておられるというのもありました。現職の先生がそこにボランティアというのは、

さっき言われたように、働き方改革からすればおかしいので、やっぱり会社をやめた人と

か元先生のＯＢとか、そういう人とか、大学生も応援してくれる方があれば、そこはそう

いう方を募っていただいて、また支援されるようなシステムをつくっていただければと思

います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まさにそれが野洲市がやっている学習支援なんです。ボランティ

アで、でも、必要な対価は払っています。交通費とか、一定の。これは予算化したときに

説明していますから、やって下さいじゃなしに、やっていることを今やれとおっしゃって

いるので、既にシステムはできています。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） いずれにしても子ども食堂が続けられるように応援していただ

きたいと思います。 

 次の質問に入ります。農業を取り巻く環境は、１２月には１１カ国でのＴＰＰやさらに

米国との２国間交渉が始まり、政府はＴＡＧ交渉としていますが、専門家等は実質的には

ＦＴＡ交渉が始まっていると言われています。 

 特に、農業は高齢化や担い手不足が加速する中、ＴＰＰやさらに厳しい交渉が求められ

るＦＴＡの懸念など、多くの問題が山積しています。 

 近年では、地球温暖化で台風や豪雨といった自然災害も発生し、農業を営む農家には深

刻な状況が生まれています。 

 そこでお尋ねします。このような農業を取り巻く環境のもとでの現在の本市の農業はこ

れからどうあるべきか、市としての見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） それでは、東郷議員の本市の農業はこれからどうあるべ

きかというご質問にお答えします。 

 野洲市におきましては、ご承知のとおり、平成２９年３月に策定しました「第２次野洲

市農業振興計画」に沿って進めているわけです。今後も、その担い手の育成や農地の集約

化を図りながら、魅力が持てる、魅力を持つというても本質的にはその人自身が持つとい

うのが本来的な姿だとは思いますけれども、頑張る農業者が報われる農業施策の推進を図

っていきたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 野洲市の策定している「もっと元気な野洲の農業」では商業と

しての農業の元気、また多様な主体による農業の元気、農とふれあいによる市民の元気、

農村文化の元気等が計画策定の例として掲げています。 

 しかし、この野洲市の農業の販売農家数は昭和５５年で２，９５０戸、平成２７年には

７７９戸数まで減ってきています。第２種兼業農家の離農が進んでいて、専業農家は若干

ふえているんですけども、今ある専業農家の戸数というのはどれぐらいあるのかお尋ねし

ます。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 今、資料がありませんので、また後で報告します。先ほ

ど、２，０００から７００ということでございますので、基本的には大規模化、集約化で

すね、集積化が図られているということで、経営の戸数が大規模化してその数字になって

いったという経緯でございます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） それでは、生産している田んぼの面積とかは変動はありますか。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 細かいことやったら、先に言うていただいたらありがた

いんですけども、今、２，５００ヘクタールぐらいですね。ざくっとした数字でございま

すけども、田畑。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、この２，５００ヘクタールというのはざくっとした、そこ

はそんなに面積は大きくは変動していないという状況やと思います。 

 次に入りますが、今年から米の直接支払金がなくなったことによる農業所得への影響は

野洲市全体ではどれぐらいあったのか、また１農家当たりの影響はどれぐらいなのかお尋

ねします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 直接支払金がなくなったことへの影響ということでござ

います。去年が１０アール当たり７，５００円でございまして、それも単純計算して、被
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害総額で１億３５０万７，５００円の交付額が、あったとしたら、そういう交付額になり

ます。 

 ということは、その同様に金額が影響額でございます。１農家当たりでいいますと、６

５０経営体ぐらいありますので１５万９，０００円程度ということになります。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、１農家当たりで１５万９，０００円の影響ですか。 

            （「減収です」という声あり） 

○１５番（東郷正明君） １５万９，０００円の減収ということで、やはりそんなにお米

をやって、小さい農家やったらそんなにもうからないと思うんです。昔から、農業は田ん

ぼを守るためにやってはる方が多かったので、その中でも今農業就業者の高齢化がどんど

ん進んでいます。ほとんどの方が今年金生活者でもあるんです。個人農家は農業後継者が

おられなくなったり、大規模の経営でも営む方が今後人手不足という状況が進んでいくと

言われています。 

 安定した農業、食べていける農業をどう進めていくのかが問われます。国の施策を大き

く影響を受けるこの産業ですが、そうした中でこれが野洲の農業だという魅力ある農業に

するための本市の農業施策はあるのでしょうか。お尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） えらい大きいことでございますけども、これまでも若干

のことを言うているんですけども、先ほど言いました集積化、それが近畿圏内では１、２

位、全国でもトップランナーを走っているんですけども、７６％ぐらいあります。 

 いわゆる経営課題としてこれをやっていますので、これはご承知のとおりですね。 

 そして、担い手問題については人・農地プラン、これほとんどの地域でやってもらって

います。そういう意味で引き継がれていっている、そして法人組織が４組織、集団営農が

２３、これは全国的にも、いわゆる農地を守るという点においてすばらしい取り組みをし

ていただいているというふうに思っています。 

 さらには、農業者青年クラブ等も活躍、かなりしていただきまして、例えばこの夏でも、

毎年の夏、ひまわり迷路もやっていただいて、その中で今年度は特にその中にプログラム

の１つに婚活プロジェクト、そういった交流事業もやっていただいているなど、結構、そ

ういう意味では全国的に見ても楽しくやっていただいていると、そういうように思ってお
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ります。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、野洲市の農業は集約化も若干進んでいって、担い手も若干

そういう方も育ってきていますので、そこはしっかり応援をしていただいていくというこ

とで、今後も引き続き、農業が市の中心の産業として発展するように求めていきたいと思

います。 

 さっき、１５万９，０００円、１農家当たり減収になったんですけど、その辺の個々に

減収のところへの市として支援は考えておられないのか、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 入り口のところでいろんな補助等々はありますし、もと

もと国、根幹としては国の、農自体が国の政策決定、政策意思が反映されていますので、

それを踏まえつつプラスキャベツの補助とか、そういった入り口論ではやっています。 

 あと、先ほど、１５万９，２４２円、９，０００円程度いうのは前提条件がありまして、

先ほど、要は直接支払交付金がなくなったことによる影響と言われたので、それだけであ

って、一方でこの何年間は米価が上がっています。それは差し引いていません。 

 そして、生産資材のコストの削減とか、いわゆる肥料とか、そういったこともこれは踏

まえていませんので、実質上は、ほんまの意味での収入というのはちょっとわかりません

けれども、あくまでも支払交付金が減ったことによる影響という意味での１５万円でござ

います。 

 あと、これからの収入保険とか、そういった制度もできますので、それを運用し、活用

していただくということになると思います。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 収入保険というのは、例えば農業のどれだけやってはる農家が

使えるとか、限定とかは、欠格とか、何ていうのかな、そういうのはあるんですか。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 収入保険は３１年１月からで、来年からでございますけ

ども、現状あるのはナラシ対策とか、これはご承知やろうと思うんですけど、農業共済制

度等がありまして、収入面だけでいうんでしたら、ナラシ対策の方ですし、共済制度です
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と、作物です。収穫に対する補塡ですし、いろんなパターンがあります。それは低下され

た方が選ばれるということになります。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） しっかり夢が持てる農業にするために、少しでも力を貸してい

ただけたらと思います。 

 次に入ります。今年は相次ぐ台風等の自然災害で農産物の品質低下による価格の下落で

農業所得に大きな打撃となっていると聞いています。この自然災害にある本市の農家への

影響はどれぐらいであったのか、また対応はどのようにされたのかお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 災害の影響と対応ということでございます。 

 今年、台風２１号、去年も２１号なんですけど、野菜や果樹で１６件で被害の確認とし

ては３３０万円でございます。 

 対応は、先ほどの質問でもお答えしましたように、作物被害は基本的には想定された制

度がありますので、先ほどのナラシ対策とかそういった制度で行われています。 

 あと、今年、特に７月に集中豪雨がありまして、その中で多くの大豆が発芽しなかった

と、そんなことがありまして、これは国において、これは緊急支援でございますけども、

「梅雨期豪雨対応産地緊急支援事業」として、まき直しにかかる種子の購入費用に対して

の２分の１の補助が実施されたところです。 

 実際には、市で今受け付けていますのが１２経営体、そして７８万１，５４０円の補助

申請を現在受け付けていると、そういう状況でございます。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） １６件で３３０万、農産物が下落すれば農家にとっては死活の

問題なんです。農業共済制度とかナラシ制度があるんですけども、これで全てが補償され

るわけではありません。自然災害の被害も最小限にするため、こういうまた農業水路やら

河川の修繕、浚渫も大きな問題です。そのためにもこういった対応も求めていきたいと思

いますが、答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） ちょっと今のご質問、どういう、国に求めるとかそうい
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う意味ですか。 

○１５番（東郷正明君） 国に求める分もありますけども、市としてもそういう対応に。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） これもご承知のとおりと思うんですけども、次の質問に

も関わりますけども、去年もおととしも県内でもあるいは全国的に見ても、初めの１番に

も関わりますけども、やっぱり農地を守るという観点から、ビニールハウスの被害である

とか、これは市が率先して単独補助を出しています。 

 今年はやっと国がしましたけど、去年、国もしなかった。県は園芸だけやった。市はそ

れも含めて種苗ハウス、そういうのもしたと。そんなふうにかなり率先してうちはやって

いるというところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 次に行きます。台風２１号でビニールハウスや農業倉庫の被害

の対応は何件あり、どのように対応したのかお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 今度は、作物ではなくて、建物の被害というのは何件で、

どう対応したかということでございます。 

 農業用ビニールハウスの倒壊が２３棟、半壊で８棟、一部損壊４１棟、ビニール破れが

９８棟でございました。この被害への対応といたしましては、先ほど言いましたように、

今年は国の補助がありましたので、国においてのハウスの建て替えや修繕にかかる経費に

対して国で補助事業があって、おおむねですけども、経費の約４割が補助されております。

市におきましては、その補助対象に対して、国の補助額の１割を上乗せする形で補助を実

施しております。 

 実際の補助の申請の数でございますけど、これは１１５棟分で、総事業費は６，２８６

万６，８５１円で、補助額は、国と市が合わせて２，４４３万３，８００円となっており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） この被害件数はどのようにして調査されたのか、この中で自己

申告なのか、また申告されていない人も他にはあるのではないかと思いますが、そのあた

りはいかがでしょうか。 
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○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） どのように見たかということでございますけども、担当

というよりも、農林水産課総出で、いったん台風の次の日にいつも全部見回っております。

そして、写真を撮っております。そういう見方でまず確認をしております。 

 そして、さらに農業者団体に個別に通知して、農業者に全通知が行くようにしておりま

す。こういう申請がありますよと。そういうやり方でございます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今後もこういう台風などで被害でビニールハウスが壊れたら、

若い人がせっかくこう農業をやっていこうと思っているのに、立ちいかなくなるようなこ

とがないように、また行政としての支援の方を求めていきます。 

 次に、県が環境こだわり農業の補助金を縮小するんですが、市内農業の何割ぐらいの方

が環境こだわり農業をされているのかお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 環境こだわり農業をされている方の割合ということでご

ざいます。 

 米が３８．２％、大豆が９５．１％、野菜が２．８％の方が取り組んでおられます。こ

れはあくまでも人をおっしゃっておられるので、そういう数字になります。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） この環境こだわり農業はこの除草方法や肥料も変わってきます

よね。それで、また琵琶湖の水質や環境にも大きな影響があります。県からの補助金が削

減されれば環境こだわり農業はもうやめてしまうという声も聞きます。県に環境こだわり

農業の補助金の縮小をしないように求めるべきだと思うんですが、答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 県に継続するように求めるということでございます。私

もそのように思っていまして、平成２９年度の農産物、先ほど、人の割合で言うたんです、

面積割合でいうと、野洲市の平均で４２％がこだわり農業をされていまして、県全体では

３０％ぐらいです。そういう意味では、大分、野洲は多く取り組んでおられるということ

でございます。 
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 そもそもこれは滋賀県が全国に先駆けてやって、あと、国の制度ができた、そういう背

景がまずあって、それが先ほどの数字の言うように、市がそれを率先してやってきたと、

そんな経緯がまずあります。 

 今、何を言うているかというと、国のそれに対する制度がなくなったので、県も予算が

余りないのでやめますみたいな、そういう検討をしますということを今言われていまして、

それはこっちとしては承知ならんで、もともと、先ほどの話じゃないですけども、やり始

めでいきなりはしごを外されて、そんな状況だと思っていました。僕は裏切られた感があ

ります。 

 そういった意味からも、県に対しまして強くその制度の継続、そして予算の確保といっ

た要望を、実際にもう行っているんですけどね。現在、強くやっているというところでご

ざいます。とりあえず、県がきちっと責任を持つべきと、そういうように思います。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） こだわり農業は、さっき部長さんが言わはったように、日本で

トップぐらいで進んでいる先見的な県なので、それを引き続きやっていけるように、また

今求めると言われていますので、しっかり求めていただきたいと思います。 

 次に、国にＴＰＰへの批准と米国との２国間交渉の中止を求めるべきだと思いますが、

答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） ６点目のＴＰＰ、あるいは２国間交渉の中止を求めるべ

きということでございます。 

 これ、もう何回も東郷さんとやりとりして、もう一緒のお答えなんですけども、やはり

国家間レベルの話、それを私なり市が中止するとか賛成するとか、まずそういう立場では

ありません。しかしながら、政府にはそうした選択をすることにおいて、生産現場の懸念

とか払拭はあります、実際。それを農業経営の安定を図るための対策をしっかり進めてい

く責務は、当然あると思っております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） ＴＰＰなり、２国間交渉、ＦＴＡ、こういうのをやっぱり地産

地消とか、生産地、どこでつくったお米とか野菜とか、こんなんまで表示したらあかんよ
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うな縛りもあるんです。そういう中でブランドとか地産地消とか、全国各地でこういう農

業をちょっとでも売り出そうとしてやってはるんだけども、それに逆行するような国の安

倍農政はあかんので、そこはしっかりと農業を守れる農政をこの野洲市として進めていた

だきたいと思います。 

 次の質問に入ります。カーブミラーについて質問します。カーブミラーについては９月

でも質問いたしましたが、今回も質問します。今年は相次ぐ台風が来たこともあり、カー

ブミラーの倒壊が相次ぎ発生しました。 

 そこで、前議会ではカーブミラーについて、道路台帳システムで設置年数のわかるもの

については表示、また新しく設置をするものについては設置年数を表示し、またカーブミ

ラー本体に管理番号と連絡先を明記するということでした。 

 そこで、以下のことをお尋ねします。まず、それらの実施の時期についてお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 東郷正明議員のカーブミラーについての１点目のご質問

でございますが、カーブミラー本体への管理番号及び連絡先の明示時期についてというこ

とでございます。こちらの時期につきましては、平成３１年度、次年度から実施を考えて

いるところでございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） しっかりお願いします。次、老朽化しているカーブミラーの倒

壊を防ぐための中長期計画はされているのかお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ２点目の老朽化しているカーブミラーの倒壊を防ぐため

の中長期計画については、修繕等にかかる計画というふうに思うんですけども、こういっ

た計画につきましては策定はしてございません。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 中長期の計画がないと、やっぱり倒壊を防ぐための対策がなか

なかとれないと思うんですけども、そのあたりはいかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） カーブミラーにつきましては、毎月、道路パトロールと

いう形で点検に回っておりますけれども、その際にあわせまして、カーブミラーの点検も
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させていただいております。 

 国土交通省の方で出しておられます小規模附属物点検要領というのがございまして、こ

れは道路照明ですとか道路標識といったものを対象にした要領でございます。この中にあ

ります巡視点検というのがございまして、それに準じて同様の形で点検の方をさせていた

だいているということでございます。具体的には車内から目視が基本ということになって

ございますので、目視で点検させていただきまして、異常が確認できる場合は車からおり

て直接さわったり、あるいはダウンを確認したり、ゆすったりとか、そういった形での異

常の確認というのをしております。 

 また、地域の方からもカーブミラー等につきましての情報等も、修繕等の情報等も頂戴

しておりますので、そういうものをあわせまして、把握して修繕の対応をしているという

状況でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） さっき、目視で確認しているということなんですけども、これ

は車からの目視ではちょっと完全な安全対策がとれないと思うんです。やっぱりおりて、

現実ちょっとさわっていただいて、確認はしていただきたいと思いますけども、その辺は

いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 全てが全てということをやりますと、大変な作業になり

ますので、数も多いですから、基本的に車からの目視にはなりますけれども、そこで傾き

ですとか、そういった異常があるかどうかというところは確認できますので、そういう状

況に応じまして、必要に応じて車からおりて、直接さわって確認をするという形をとって

おります。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 新しいところはいいと思うんですけど、古い老朽化したところ

については、特におりて見ていただくように求めておきます。 

 次に、老朽化しているカーブミラーが現在何カ所あるのか、何カ所把握されているのか

をお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ３点目の老朽化したということでございますが、修繕の

必要があるものというふうに解釈をさせていただいておりますけども、一応、今申しまし
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た職員のパトロールですとか、地域からいただく情報等、そういったもので現時点で修繕

が必要であるというふうに確認しておりますものは２カ所でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） その２カ所については、いつごろ対応されるのかお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 今年度に対応する予定をしております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） できる限り早くお願いします。 

 次に入ります。カーブミラーの更新計画はされているのかお尋ねをします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） これにつきましても、先ほど申し上げましたように、計

画につきましては策定はしてございません。先ほど申し上げましたパトロール等によりま

して、一応管理の方はさせていただいているというところでございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 管理台帳で設置年数とかが管理されていたら、古いやつはわか

りますよね。そういう古い年数については、古い年数のものから更新をしていただくよう、

お願いしたいと思うんですけど、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 設置年数ございますが、これにつきましては、前回の議

会でご質問をちょうどいただきまして、実は、道路システム台帳の中に管理台帳はあるん

ですけれども、その中で設置年数の方は記録ができてなかったといったことで、今後、新

しく設置するもの、また今の時点で設置した年数、年度等がわかるものにつきましては記

録をしていくというふうなことでご答弁をさせていただいたと思います。 

 今、順次、修繕等行ったものにつきましても、そういった記録は残していくようにして

おりますので、これから記録につきましては空白の部分が多いですけども、順次こういっ

たものを埋めていけることになりましたら、今おっしゃっていただきましたように、この

年数等もきっちり把握をさせていただいて、適切に管理をしていきたいと考えております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） しっかり管理とパトロールをしていただいて、安全対策をして

いただくことを求めて、この質問を終わります。ありがとうございました。 
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○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 先ほどの専業農家のどれぐらいかというお話、もともと

昭和５５年も言わはったので、昭和５５年が６６経営体でございまして、農林業センサス

でございます、直近のそのセンサスが平成２７年でございまして、その数字が１４７で、

その当時から比べたら約倍増していると。特に、その前の平成２２年では９９ありました

ので、ここからまた伸びていると、そういうような傾向があります。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 次に、通告第４号、第１４番、野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 第１４番、野並享子です。 

 ４つにわたって質問をいたします。まず、第１番目、国保税を協会けんぽ並みに引き下

げることについて質問をいたします。 

 国民皆保険が実施されたとき、低所得者が多いことと事業主負担がないことから、相当

額の国庫負担が必要と認めていました。これは１９６２年社会保障制度審議会での状況で

あります。１９８４年の改定で国庫負担率を削減したのを皮切りに削減が続けられていま

す。かつては７割が農林水産と自営業でしたが、今では４３％が無職で年金暮らし、３４％

が非正規雇用、残り２割余りが農林業と自営業という状況で、４人に１人が加入する国保

制度であります。 

 広域化が行われましたが、国の負担をふやさない限り、相互扶助には限界があります。

野洲市での滞納世帯率も１２．６２％、資格証明書も２２件、短期保険証も３０３件とな

っています。野洲市の国保税は所得３００万円の４人家族で４２万７，６００円で、県下

で４番目に高い国保税になっています。 

 第１点目、国保税が高すぎるという認識をされているのかどうかお尋ねをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野並議員の国民健康税に関するご質問にお答えいたします。 

 高すぎるという認識をという難しいご質問で、もう少し、何々だったらという条件がな

いと答えられないと思いますが、高すぎるということはないと思います。すぎるというこ

とは。それと何と比較してなのかということもありますし、いずれにしても医療費はどん

どん上がってきている。 

 いわゆる社会保険の場合は雇用者の負担がありますが、その雇用者の負担分も結果的に

は働いた人の働き分が回っているわけですから、そういう意味では、仕組みとして国保と
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一緒なわけですが、給与水準というのは社会的な通年がありますから、そういう意味でい

えば、全体の中での１人当たりとか、若干家族構成によって違いますけども、同じか同等

ですが、たちまちの家計の中での支払い分からすると、負担は高いだろうと。ビラに書い

ておられるように高すぎるということは肯定しませんけども、仕組みとしては高くならざ

るを得ない。 

 それともう一つは、これは国民健康保険だけではなしに、医療費がふえている分を保険

で賄っているということからすると、医療費をどうするかという課題とあわせて考えない

といけないと思っています。 

 以上、お答えです。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 一番最初に国保税をけんぽ並みに引き下げをというふうに言い

ましたので、国民健康保険の負担率、１人全国平均では８４万円、野洲市では６３万６，

０００円。協会けんぽで１４５万円という所得の平均で高いところで、野洲では低い。そ

したら、保険の負担はといいますと、野洲市の保険は９万７，０００円、１５．２５％、

協会けんぽの負担率が７．６％で、健保組合は５．８％の負担率。そして、共済組合は５．

９％の負担率ということで、協会けんぽの約２倍という形で、共済組合の２．４倍という

ような状況になっております。他の医療保険に比べて、非常に不公平で大変重い負担にな

っているというのが実態ではないかと思います。公平・公正を確保するために、この高す

ぎるという認識の上に立って、改善を模索する必要があると思うんですけども、どのよう

なことを考えておられるのかお尋ねいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まず、制度の発端が違います。先ほど、申し上げたように、もと

もとは、野並議員もおっしゃったように、農業とか自営業とかの方の保険、今は年金が収

入になっている方がふえてきている。そういう意味では自営業の多いときには所得の負担

率とか生活にかかる経費の問題が、いわゆる給与所得者とは違いましたけども、高いかど

うかという議論をするよりは、被保険者の状況とか収入とかという観点から見ていかない

といけないので、それを合わしに行くとなると、今度は協会けんぽとか、いわゆる社会保

険の場合は、就労の状態がまず違いますね。安定した仕事があるとか、現役であるとか。

そういうことなので、高すぎるにこだわっておられますけども、高すぎるか言われて、私

が高すぎるといったところで、問題は解決しないと思いますので、高すぎるという認識か
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ら議論の始まりは余り合理的ではないと思います。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） それでも高いでしょう、どう見ても。どう見ても、これだけ組

合健保の方、共済健保の方、所得に占める負担率ですからね。所得に占める負担率が高い

ということは、本当に生活が大変になっているということですから、制度そのものが違う

ので、本来、前段で言いましたように、国が本当にもっとちゃんとお金を出さんとあかん

ということで思います。 

 次に、２点目のこの高すぎる国保税を協会けんぽ並みに引き下げるために、１兆円の公

費負担増を政府に求めていくべきだと思いますが、見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 財源をどういうふうに見越すかという責任なく求めたところで、

結果的にはそのつけが国民に返ってきますし、被保険者にも返ってきます。ご承知のよう

に、先ほども消費税と幼児教育・保育の議論がありましたが、税と社会保障の一体改革の

中で、一定の方向が出てきていて、ましてや、さっき、工藤議員も消費税を上げたらあか

んとおっしゃっていたのに、１兆円を捻出しようと思ったら、まだ消費税を上げるか、ど

こかから財源を生み出さんと駄目で、野並議員は国家的な観点を余り視野に入れておられ

ないから、私に１兆円を要求せよとおっしゃるんですけども、私はそんな無責任なことは

いたしません。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 全国知事会、市長会、町村会がこの国保に対する国庫の負担率

の引き上げを要望されてきています。２０１４年には全国知事会が１兆円の投入を求めら

れました。無責任と違いますよ。本当に何とか国として今まで投入が必要やと言っていた

んだから、そのぐらいを入れてくれというふうな形で求めておられますので、やはりこの

国庫負担をふやす以外に国保税を下げるということはできないというのが現実やと思いま

す。財源を求める財源、いつも共産党はいろんな人たちに言っているんですけども、株の

取引で有価証券の税率が昔は３０％もうかったものに対して３割の税金だったんですけど

も、今２割になっているんですね。ですから、本当に何千株持っておられるような、ほん

の何十人のいう、そういう部分の層の人たちがすごく利益を得ておられます。そこを３０％

に戻すだけで１兆４，０００億円ぐらいの財源を生み出すことができるというのが試算さ

れています。やはり、そういった本当に富裕層のところに私は税金の負担を求めていくべ
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きだというふうに思います。 

 地方自治体はそういう立場に立って全国知事会が２０１４年に１兆円の投入を求められ

たんですから、やっぱり市長会やらいろんなところからも同じ歩調を合わせて、そういう

ことを求めていっていただかなければならないというふうに思います。 

 次に移ります。平行線ですので。国保と社会保険との違いは、国保には平等割、均等割

があるということで、均等割は人頭税といわれるように、家族がふえれば保険料、税が上

がることになっています。この均等割は法律で必ず徴収するということになっております

ので、これは本当に子育て支援に逆行していると思います。この均等割の廃止を求める必

要があると思いますが、見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 均等割についての考え方ですけども、確かに家族が多ければ、特

に子どもさんが多ければ、均等割がかかってきますから、その分はふえます。ただ、家族

が多ければ、一方では医療費がたくさん必要になるわけでして、これも制度にかえらない

と均等割だけなくすというふうになるとどうなるかといいますと、１人家庭の方と３人家

庭の方ですと、これ、国保は家庭単位になっていますから、１人の方の所得で均等割をな

くしてしまうと、１人の方が今度は厳しくなります。１人の医療費しか必要ないのに、全

体をならした中で見ていかないといけないということになるので、今の制度の中で均等割

をなくすというのは、やはり合理性がないのではないかというふうに思います。 

 そういうことからすると、年金所帯の方の所得が安定していないというか、安定はして

いますが、金額が低い。本来、先進国型だと、ストックが存在するという前提なんですが、

ストックの存在しない年金者が今日本はたくさんおられる、そのあたりをどういうふうに

支えていくのかということで対応すべきかなと。均等割をなくすと、制度設計そのものが

壊れると思います。 

 それと、さっき、何か一方的に１兆円おっしゃいましたけども、２０１４年、消費税が

制度改正されたのは２０１５年です。税と社会保障の一体改革の中でやられていまして、

今市長会も入って、今回の国保の都道府県化では財源負担３，４００億円、これは約束を

してもらいましたし、先般も国保大会で政府等には確認をしています。 

 だから、今さら１兆円でいくのか、少なくとも３，４００億円、これ、見通しはかなり

厳しいと思いますけど、絶対これは堅持することによって、都道府県化した国の負担を安

定的にということで、消費税の前の２０１４年を出してこられたあたりもなかなか話とし
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てはうまいなと思いますけども、歴史を見ると、私は合理性がないので、さっき申し上げ

たわけです。 

 一般市民の方は、そんなもんかなと思われると思いますけども、やはり議場で議論する

限りはきちっと消費税と税の一体改革の議論とか、現時点で議論していただかないといけ

ないと思います。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） とりあえず、この均等割というのは人頭税、これは古代につく

られた税制でして、今のこの近代的な仕組みの中で、まだこういうものがここに残ってい

るというふうな部分に関しては、やはり改善をしていかんとあかんというふうに思います。 

 ４番目に移ります。平等割は自治体の判断で導入しないことも可能であります。軽減税

率で緩和されるといえども、一律の平等割は逆進性が起こります。矛盾を解消するため、

平等割も廃止すべきだと思いますが、見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 平等割についてのご質問にお答えをします。 

 所得割だけでなくて均等割があると。これだけでいくと、逆にひずみが生じるのでむし

ろ平等割が入っているわけでして、野並議員は均等割もなくしなさいという中で平等割を

なくせとおっしゃっているのか、均等割がある、やむを得ず均等割が残るのであっても平

等割もなくせとおっしゃっているのか、実際、どういう機能を果たされているかというと、

所得割と均等割の間を補完するような制度として平等割が存在するわけですから、そうい

う意味では現行制度の中で、所得割、均等割を残して平等割をなくすことはかえって不公

平になるのではないかなというふうに思います。 

 また、均等割や平等割の、いわゆる応益割をなくした場合は、今申し上げました所得の

みでの算定となりますから、例えば所得申告をしていない方にどのような賦課がかかるの

か、結局、未申告の方がゼロ円になります。これでいいのかどうか。 

 それと、今の制度は滋賀県の国保制度、今回、一元化しまして、その方針では医療分、

後期高齢者支援金分、介護納付金分と共に、所得割、均等割、平等割の３方式とするとい

うふうに、まさに今年度から始まった制度でそうなっていますから、今この場所でなくせ

とおっしゃるのはいかがなものかなというふうに思います。 

 それと、昔の中世かどこかにあった人頭割とは全く違います。私、説明しましたように、

家族に何人かおられたら、その方は医療の恩恵を受けられるわけであって、単に家族にと
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いう、何も医療にかからないロボットみたいな人がいる、ロボットも壊れるか知りません

けど、ロボットみたいな方がいるんであれば、これは均等割は単なる頭数でありますけど

も、昔の古い制度の人頭税とは全く違います。社会的なサービス、あるいは受給がないの

に、単なる人数割だけで求められる制度と違って、現に被保険者として尊重されている、

位置づけられているということでの均等割ですから、これも議論のすり替えではないかな

と、かなり暴論だと私は思いますけども、あわせてお答えをしておきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 全国各地にはいろんな形で国保制度をなんとかしようという自

治体があります。以前、資産割を廃止せえということで大分ここで何回も頑張りました。

持ち家の人とアパートに住んでいる人と、大きな土地を持ちながら資産は何もそれは使え

ない自宅のところ、そこに資産割をかけていくというのはこれは不平等であるということ

で、もう今県内でもその資産割というのはほとんど廃止されました。 

 そういう中で国保税の介護納付金の分で、熊本県の天草市で平等割を廃止されました。

これは平成２０年です。埼玉県は県として資産割と平等割を廃止して、所得割と均等割だ

けにされました。これ、平成２５年です。均等割はとにかく法律でとらなければならない

となっていますので、国保としてこれはもうとらなければならないけども、平等割という

のは廃止することもできるということになっておりますから、やろうと思えば滋賀県でも

平等割を廃止するということが可能だというふうに思います。 

 先ほどから、こういったものを廃止していったら、応益割がふえるというふうなこと、

全体の中でそれをカバーせんならんという、それが基本にあるから、そういう中でなって

いるんですけど、だから、国がやはりお金を出すべきなんですよ。そういう矛盾を抱えた

国保をもう少し社会保険の健保並みにしていこうと思えば、健保はもう所得だけですから、

所得に対しての率ですから、家族がふえようと関係ありませんから、そういう意味で国が

やはりもっときっちりとお金を出して、こういったこんな形で負担が全く違うという形を

改善していくために、やはり私、滋賀県の市長会の会長という重責を担っておられる山仲

市長こそ県のところで発言をしてほしいと思って質問をさせていただいております。 

 どうでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 市長会の役割、私、立っていませんから、余りそういうご質問は

適切ではないと思うんですけども、いずれにしましても、平等割をなくせますよ。ですか
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ら、今の制度でいえば、補完的に、むしろ不公平を是正するために位置づけているという

ことです。 

 それと、本当にこれ、生活保障をどういうふうに設計するのかという議論になりまして、

平等割、均等割をなくせとかそういう議論ではなくて、そもそも年金の金額が妥当なのか

どうなのかということだと思います。 

 それから、後ほど、都市計画税でご質問されると思いますけども、資産が存在するのが

資産なのかどうかという評価。本来、資産になっている方もいるわけですよ。先ほど、東

郷議員が質問されたように、１０アールの田んぼでお米１０歩をつくって、ほとんどの収

入のない、１０アールの土地と、このあたり持っておられたら、市役所も１０アールに二

百何万賃借料を払っているわけですから、全然生産性が違うわけですよ。だから、資産が

本当に資産になっている方とそうでない方、全体の所得がどうなのか、それを年金でどう

いうふうにきちっと保障してあげるのかということで、現に保険が、今日の新聞に載って

いましたけど、繰り入れをなくそうというので、本来は繰り入れをなくして、保険として

運用すべきでして、野並議員たちが従来から主張されているように、保険といいながら、

そこにどんどん公費をつぎ込んでいったら、国保の被保険者以外の方は逆に不公平になり

ますから。 

 まさに、税と社会保障の改革で、私はあの議論が十分だと思っていません。でも、たち

まちここの均等割、平等割をなくすだけの議論で、はい、わかりました、あるいは１兆円

下さいという問題では解決できないと思っています。 

 私はだから、市民の生活はきちっと守るべきだと思っているし、保険負担は低い方がい

いと思いますが、一方では医療のサービスも要る。単純にどこかだけ捉まえて、無償にし

ようとか、まさに幼児教育の無償化、今日も直近情報が昼休みに入りましたけども、実際、

簡単に無償化しようということがいかに大変なことなのかというのと一緒です。今、責任

を持っている政府でさえも、ある意味でとんでもないことをやろうとして、今がたがたに

なっているんですけども、ここの均等割をなくすことがどうなるかということで考えない

といけない。改めて言いますと、本当に所得をどういうふうに、年金をどういうふうに保

障するとかという議論とあわせてやるべきで、ぎりぎりと均等割をなくしたらいいとか、

平等割をなくしたらいいとかという議論では私は済まないと思います。 

 また、改めて、どこかで議論の場を設けていただくんだったら、責任を持って対応しま

すけども、限られた２回の中での答弁ではこれが限界だと思います。 
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○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） そうです。３０分しかないので、私も次に行かんならんけど、

この１兆円を入れれば均等割、平等割の金額が全国知事会が計算しました、１兆円なんで

す。だから、１兆円入れれば、均等割、平等割をゼロにすることができるという、そうい

う試算ですので言っておきます。 

 次、子育て支援について質問をいたします。 

 少子高齢化を解決するためには、子どもを生み育てる環境を整える必要があります。さ

まざまな対策があると考えますが、野洲市として対応してほしい何点かについて質問いた

します。 

 まず第１点目は、子どもの医療費の無料化の拡大についてであります。これまで市民か

ら何度も請願が出され、２０１６年１２月議会で初めて請願が可決されました。多くの市

民が実施を待たれています。これまで当局は子育て支援はさまざまなことを行っていると

して、医療費無料化は国の制度として行うべきで、市独自の実施は将来課題として捉えて

いるということでありました。しかし、県内では次々と無料化の動きは広がっており、就

学前までしか無料でない自治体はわずかになりました。せめて小学校３年生までの無料化

の検討をされたいが、答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、野並議員の子どもの医療費の拡大についての

ご質問にお答えをいたします。 

 子どもの医療費助成制度につきましては、全国の自治体間で差異が生じている現状もあ

り、本来は、国が行うべきで、全国市長会においても、本制度を国が創設すべきとの要望

を行っているところでございます。 

 こうした中、湖南管内の状況をみると、草津市では、昨年１０月から通院分について就

学前までから小学３年生までに拡大をいたしました。これについては通院、小学生につい

ては定額の一部負担、１年生について５００円ということですが、一部負担を伴うものの

拡大したということがございます。 

 それから、他の２市、守山及び栗東も同様の拡大の検討の動きがあるということでござ

いまして、また、県下では、本年度から彦根市が通院分について就学前までから小学３年

生までに、ここは一部負担はございませんが、拡大をしたところでございます。 

 一方、本市では福祉・教育の分野における子育て支援施策では、学童保育所の６年生ま
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での受け入れ、公立子ども園の整備、学校給食センターの整備、スクールソーシャルワー

カーの配置など、子どもの医療費制度の拡大よりも優先度の高い課題について、他市に先

駆けて中身も高いレベルでこれらに取り組んできたところですが、この間、県内でも子ど

もの医療費助成の制度に差が生じてきており、この差を考慮すると、拡大の検討を進める

必要があると考えております。 

 しかしながら、市の財政状況は、障がい者施策などの扶助費が伸び続けており、年々厳

しい状況となっている現実がある中で、財源手当てなしの拡大は困難と考えております。

本市では、現在、先ほども市長の方から出ておりますが、別途検討を進めております都市

計画税の導入が実現した場合、従来、都市計画関連事業に充てられていた一般財源の一部

を福祉施策に振り替えることが可能となり、市単独での子どもの医療費助成の拡大を進め

ていけるのではないかというふうに考えております。 

 また、現在の福祉医療のうち、障がいの種別において、身体障がいと精神障がいとの場

合で格差があることから、その是正も含め、福祉医療全体を検証した上で見直しをしてい

こうと考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 都市計画税と絡めての話をされましたが、以前もお聞きしたと

思うんですけども、小学校３年生まで無料化を行おうとすれば幾らの試算をされていまし

たでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） 昨年でお示しした数字を申し上げますと、医療費分とそ

こに審査支払手数料がございますので、それを合わせますと４，６００万、医療費分で４，

４００万、手数料分で二百数十万発生しますので、四千数百万余りということでございま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 工業助成金、毎年５，０００万円出していますね。これ、あと

何年で終了するのか、ご答弁いただけませんでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 本来の質問の趣旨と違います。 

○１４番（野並享子君） あと２年ほどで終了するんと違ったかなと、二、三年。市民病
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院が建設されてあくる年、開設されてあくる年ぐらいでなくなるというふうに記憶をして

いたんですけども。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 私が就任したときに、６億数千万残っていまして、払い切れない

ということで、職員が本当に困っていたわけです。頭を下げに行って。６億円を５，００

０万円ずつきちっと計画立てますからということで、頭を下げて回っていただいています

から、私今１０年たちましたから、あと３年のはずです。なったその翌年度に方向づけま

したから。 

 これはとんでもない話で、就任する前に負債がやってあって、それを今から言っても仕

方がないと思いますから、私は野洲市の責任として受け継ぎますよと。やめるということ

は誰かの責任問題ですね。財源もないのにいかにも財源があるようにやりながら交付決定

をしたわけですから。 

 これは私がなったときから、皆さん方は、皆さん方というのは野並さんたちのグループ

はやめておけ、やめておけとおっしゃっていましたけど、これは野洲市の信義だからとい

うのでやっておるわけでして、あと５，０００万にきちっと了解をいただいたことで平準

化できたわけですが、本当だったらもうとっくに私の就任前に１１億だったか１３億が完

済されていたはずなんですよ。スキャンダルです、これは。持ち出されたからもう一回言

いますけど、とんでもないまちづくりをしている。お金もないのに交付決定をしてしまっ

ていると。 

 いずれにしても、３年で消えるんですけども、これは既にお示しをしています財政計画

に組み込んでいます、その時点でなくなるというのは。だから、慈恵会への補助金も野洲

病院への補助金も、あるいはこれも十何億払っているびわこ学園の借金の返済、これは毎

年６，０００万円です。だから、毎年、四、五億、５億をとんでもない裏経費でつぎ込ん

でいるわけですよ。裏経費がなくなるからという話ではなしに、これは本来あってはいけ

ない支出なので、あとはそれがなくなったときには健全化するという織り込みでやってい

るのに、重々ご承知の上で、その５，０００万がなくなるから四千数百万充てられるでし

ょうというのは、これはダブルカウントですよ。 

 まず、何年とお聞きだから、あと３年で多分消えると思います。１２年で割ってもらい

ましたから、６億円を。 

 あと、ＰＦＩも５億ほど助かりましたけども、四千数百万、１５年間、かなり苦労して
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切りましたから。 

 あえて、言っておきますけども、私もなったときには４市で、ちょうど栗東が財政難で、

前の市長のときに５００円、１，０００円もらっておられたので、どうしましょうかとい

うことで、４市で話し合って、一部個人負担を入れた上で３年生までやりましょうという

ので合意をしたんですけども、途中で１市がまち独自の審議会を開いて、やれません、や

りませんとなってきたので、じゃ、それなら子育て支援を充実しようということで、さっ

き部長が言いましたように、学校の発達支援の支援員を入れるとか、学童を完璧にすると

か、そういう施策をやっているわけで、これも同じことですよ。ない５，０００万を言っ

ているのと一緒で、もう既に今野洲市の場合は、空調から学童から中学校までの給食まで

全て、近隣と比べたら格段にいいサービスをできていると思います。完璧ではないけどで

きています。 

 そこに四千数百万をのみ込めというんであれば、例えば前から言っていますように、学

童も待機がおられた方が市の財源は浮いてくるわけですよ。持ち出していますから。今、

１，０００人をあと２００人ほどふやす予定ですけど、最終的には。それをやめて２００

人ほど待機いただければ支出が減ります。という提案だったら、何か責任ある提案すると

おっしゃいましたら、さっき１兆円で。だから、こども園も真面目に真面目にやってきた

けども、さっき岩井さん、なんかもうちょっと突っ込まれなかったから言わなかったんで

すけども、公立保育園は実際、市になっていますから、単純に計算すると１億五千数百万

円が無償化分の持ち出しになります。こういうのを控えている中で医療の無料化というの

はまちを壊すという話になってくるので、メニューとしてさっき部長が言ったメニューの

中で、これはやめましょう、学童は少し待機が出てもいいじゃないかとか、そういう話で

あれば私も、全然悪者になってやらないやらないと言っているわけではなしに、さっき言

ったように率先してやりましょうが、１回はしごを外されたから、別のところに、子ども

支援に関連している状況の中で踏まえて議論をいただきたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 増税をしなければ福祉施策ができないというふうな、そんな形

を言われると、もう話は何もできませんわ。私は工業振興助成金、あと３年で終わるなと、

そしたら２４億円の基金がありますよね。３年間、４，６００万円基金で行って、この工

業振興助成金が終わるんだから、それを充てていくというふうな形、もう財政計画に組み

込んでいるというふうにおっしゃいましたけども、財政というのは大きな丼の中でやって
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いますから、いろんな形で捻出をしていくというのは、私は可能やというふうに思います。

毎年これだけ、山仲市長になられて基金を毎年、毎年、毎年積み上げてこられて、２４億

円になっているんですよ。ここのうちから、財政的に組み替えをしていって、医療費の無

料化をしていくということは、私は可能だというふうに思いますので、この問題またどん

どん行くと、私、都市計画税まで行けませんので。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 医療費無料化のために税を考えているわけではない。これは後で

説明します。でも、言われたんであれば、こういう仕組みの中でだったら、言っておかな

いといけないので、言っているだけのことですから。 

 それとあと、病院は賛成いただいていますけども、病院は予定しているように繰出金が

要ります。これは体力の問題です。病院を今つくらないといけないという、これは十分見

通しはあるんですけども、風邪を引いているときにもう一回外出して飲みに行くみたいな

話でして、できるだけ体の健康を保持しておかんといけないときに、欲張って、無料化を

やるというのは、私は無責任だと思いますから、野並さんだったら、幾らでもお金が湧い

てくるみたいな発想ですけど、どこかに要望に行ったら。でも、そういうもんではない。

野洲のまちをいかに健全で市民が安心していただけるように。それと、丼ではやっていま

せん。ましてや、毎年、数千万円の経常経費が出ていくとなったら慎重にやらないと駄目

です。どこかの町は基金でとか、あるいは庁舎とめた金があるからと言っていますけども、

決着もつかないのに無償化している町と一緒の姿勢は私は責任を持ってとれないと思って

います。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 次に移ります。乳幼児を育てている家庭にとって紙おむつは２

歳ぐらいまでは必需品です。そのためにごみ袋は通常より多く使います。野洲市のごみ袋

は県下の中でも高く、１枚４８円です。半分以下の金額のところや、１３５枚まで無料と

いう自治体もあります。また、紙おむつのこのおむつ券を発行している自治体もあります。

子育て支援としてこのおむつ券の発行は一助になるのではないでしょうか。答弁を求めま

す。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのおむつ券の発行についてのご質問にお答

えいたします。 
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 まず、本市のごみ袋の料金についてでございますけれども、本市の家庭系のごみ袋の手

数料につきましては、ごみの処理全体経費の１４％で設定しておりまして、１リットル当

たりの価格といたしましては１．１３円から１．１５円で、適正な手数料の設定であると

考えております。 

 議員ご提案のおむつ券の発行についてでございますけれども、本市につきましては、子

ども・子育て支援事業計画に基づきまして、子育てにやさしい環境づくり、子どもの生き

る力を育む環境づくり、全ての子どもが健やかに育つ環境づくりを基本目標に掲げ、多様

な保育サービスの充実や地域での子育て支援体制の充実など、さまざまな事業を実施して

いるところであり、おむつ券の発行については、所得の多寡に関わらず一律に現物支給す

るサービスであり、逆進性の問題があると思われるため、実施することは考えておりませ

ん。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 私はすごくインパクトのある政策やなというふうに思いました。

よそのまちで。全然経費、ほとんどかかりませんよね。おむつ券を発行して自分ところの

ある袋にべたっとおむつが見えるような、透明の袋に張って出すんですから。 

 売る枚数が減る関係で若干収入が減るとは思いますけども、本当に野洲は子育て応援の

まちよというアピールできるなというふうに思いますので、検討をしていただきたいと思

います。 

 次、都市計画税の……。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員、申しわけないです。質問の途中でございますが、ここ

で暫時休憩をいたします。 

            （午後２時４１分 休憩） 

            （午後３時００分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

○１４番（野並享子君） 次に、都市計画税の導入について質問をいたします。１１月２

０日の全員協議会において市長から都市計画税導入が表明され、資料が配付されました。

市の説明では導入理由に国の制度改正に伴い、地方財政への影響が大きく、法人税の減収、

幼児教育無償化による経費増、社会保障制度見直しによる市の負担増がある、今後、道路

整備や市街地排水対策や都市公園整備を行うにあたり、都市計画税が必要と発言されまし
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た。この導入により、これまでの一般財源で充てている現状を是正し、福祉、教育分野に

充当することができる、学区自治会長への説明でおおむね認めてもらっていると説明され

ました。 

 また、市の説明では固定資産評価額の０．２％で３億５，０００万円、０．３％で５億

２，０００万円の試算であります。来年、３月か６月の議会で条例案を出して、２０２０

年４月実施を計画している。これから、市民懇談会などで導入の是非を検討しますという

ことでありました。 

 このような説明ですが、以下の点について質疑を行いたいと思います。まず、税負担に

ついて応能負担と所得の再配分が原則であります。市街地に住んでいる方にだけ所得のな

い方からも税金を徴収することについてどのように考えておられるのか、政策調整部長に

お尋ねをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） それでは、野並議員の都市計画税の導入についての１点

目のご質問にお答えをさせていただきます。 

 都市計画税につきましては、地方税法第７０２条に規定されていますとおり、全額を都

市計画事業や都市区画整理事業などに要する経費に充てるための目的税ということでござ

いまして、原則として市街化区域のある土地及び家屋に対して課税するものでございます。 

 このように都市計画事業によって資産価値の高くなった資産を所有されている受益者に

対しまして、一定の負担をお願いするのが都市計画税であるというものでございます。 

 ご質問の中で、所得の少ない、所得のない方ということのご質問でございました。その

ような方につきましては、固定資産税と同様に納税推進課、あるいは市民生活相談課にご

相談いただければというふうに考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 今、この都市計画税、資産価値のあるところに税をかけていく。

資産を生み出している方もあります、市街地の中で。けども、住居として住んでいる方に

とって、それは資産は生み出しません。それはもうそこを売って、どこかに転売をしてい

けば資産が、価値があるんかもわかりませんけども、ずっと永久的に住もうとしている者

については、それはもう本当に年金暮らしになってどんどん年金が下がっていっている中

で、こういうところの市街地に住んでいるというそれだけで、固定資産税プラスアルファ、
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都市計画税を払うということになれば、私は格差がどんどん広がっていくんではないかと

いうふうに思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 先ほども言いましたように、都市計画税というのは地方

税法で定められております、７０２条で目的税という形になります。その使途につきまし

ては、都市計画事業及び土地区画整理事業というようなことになります。その中にも、ま

た雨水の幹線整備事業とかそういったこともございますので、いわゆる治水安全度を高め

るという点ではそういった恩恵があるのではないかというふうに思っております。 

 それと、都市計画税を取らずにそういう雨水幹線事業などをして、市街化区域に住んで

おられる方のために税に負担を強いるというのは逆に不公平であるというふうに認識をし

ております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 都市計画税の制度概要の資料をいただきましたが、雨水幹線だ

けでなく、市道野洲川右岸線とか大津湖南幹線とか野洲川北流跡地公園とか、いろんなも

のが載っているんですけども、これらを見ると、市街化調整区域のところなんですよね。

市街化調整区域のところも含めて、言うならばこの出しておられるのは全市的に行われる

というふうな問題だというふうに思います。 

 ２点目に移りますけども、既に固定資産税を納めているそういうところ、市街地におい

ては調整区域に比べて税率も高いです。その上に都市計画税というのは税金の二重取りに

なるんではないでしょうか。見解を求めたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） ２点目のご質問でございます。税金の二重取りではない

かというようなご質問ですが、先ほども申しましたが、まず地方税法第３５０条に規定さ

れております固定資産税の標準税率が１．４％でございまして、本市では全ての市内全域

で１．４％という数字で使わさせていただいております。それと、先ほどもお答えしまし

たとおり、都市計画税につきましては目的税ということでございます。普通税である固定

資産税とは使途が異なるということで、二重取りではないというふうに考えてございます。 

 そもそも市街化区域の土地家屋につきましては、一般的には生産性あるいは利益率が高

いことから、一定のご負担をお願いするというのは必要と考えているところでございます。 
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 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 税金の二重取りだと私は思うんです。先ほどから出ている部分

に関しましては、全市的な問題でありますので、３点目に移ります。大津湖南幹線や歩道

のバリアフリーや街灯整備などは市街地に住む市民だけでなく、全地域の課題ではないで

しょうか。この点の説明をお願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） ３点目のご質問でございます。都市計画道路整備につき

ましては、都市計画税を財源として進めていく事業でございます。一方、歩道のバリアフ

リー化や街灯整備につきましては、都市計画税の導入によりまして、市街化区域の安全で、

潤いのある住環境の整備を進めるものでございます。 

 なお、全地域の課題ではないかということでございます。基幹道路の整備を例に挙げま

すと、基幹道路と市街化区域が接続されることによりまして、交通の利便性だけではなく、

結果的に市街化区域内の土地家屋に利用価値が向上することを受益と評価するものと考え

ているところでございます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 住居として住んでいる者にとって、資産価値がどんどん上がっ

て、固定資産税がどんどん上がっていくというのは望んでいないんですよ。できるだけ、

低い方がいいなと思うけど、もう全国的に路線価が出ますからね。道路が開通して、それ

で市街地の資産価値が上がるということになっていったならば、それこそまちの中に人が

住めなくなってしまう。 

 その資産を運用していかれる方々にとってはそれはメリットでしょう。けども、そうい

う形でない者にとって、評価額の０．３とか０．５とかいう形で一律にかけられますので、

そういう意味においては、しかも先ほど言ったように、右岸線とか湖南幹線とかいうふう

なとこなどの部分も整備をしていくということになると、それは全市民的な問題でやって

いくべきだというふうに思います。市街化の中の治水対策、雨水の部分ができていないと

いうことで、だから、市街地のということをおっしゃると、市街化の中のその雨水が大変

という地域とそうでない地域もあります。ですから、受益を受ける人と全然受益関係ない

という方々もある。だから、その市街化区域というところにおいて、そこだけに税金を今

かけていくというのは、ちょっと本当にこれは今の説明では市民の皆さん納得できません
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よ。もう少し説明が必要と違いますか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） まず、議論を整理していただきたいんですけど、都市計画税とい

うのは、法定外目的税ではなくて法定内目的税です。地方税法で定まっています。今、野

並議員の議論は国会の議論ですね。都市計画税というのはあるのかないのか。これは地方

税法、固定資産税の中とは別に制度としてはそれを課税標準にして０．２から０．３、０．

３を上限と定まっています。あと、湖南幹線は直近県に確認させたら、県の認識では該当

していないと言っていますから、いずれにしても都市施設に充てられる財源ということで

す。 

 ですから、何に使うかはこれからの議論で、本来、都市計画税の使途については市民に

きちっと公開して収支も出すと。ただ、従来は一般財源化していましたので、今、制度を

もう一度きちっとやられていて、直近、調べたら、もともとはもう１００に満たない自治

体ぐらいしか報告をしていなかったようですが、ようやく今数百かな、いっているぐらい

ですから。野洲市の場合はきちっと都市計画税は目的税ですからこれに充てますというこ

とは申し上げます。 

 だから、今出ているメニューで今はざくっとの議論ですから、都市施設ということで挙

げていますけども、これが妥当かどうかはもう一度きちっと議論をします。ただ、都市計

画税が不当なものなのか、二重なのか、これは二重ではないです。別です。二重はガソリ

ン税にかかっている消費税はこれは二重です。税に税がかかっていますから。 

 でも、今さらゼロで都市計画税がどうかの議論ではなしに、野洲ではどうかという議論

をしてもらわないと、都市計画税は幾らでももう議論がしつくされて、国会が通って、そ

して制度化されています。 

 今、おっしゃったように、例えば雨水幹線は、私も当初からこれは都市計画税をもらう

べきものだけど、危険だからやりますよと言って回ってきているわけですけども、野並議

員のところの排水もあれによって安全になるわけです。今、心配したように、この間も行

政懇談会を開いたら、北村の方が県の河川管理が悪いので、童子川が、一段と水の流れが

早くなっているので、もう少し何とかとおっしゃっています。確かに都市を安全にしよう

と思ったら、当然、道路も治水も周辺に事業を及ぼしていかないと駄目ですけども、とに

かく都市的な生活の便宜を高めるということになっています。 

 それと、当然居住の物件が上がるのは困るけれども、資産に着目した税というのは固定
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資産税であったり、都市計画税ですから、これは公平的にそういうふうにしない限りは仕

方がない。それが厳しいというのであれば減免措置とか、そして居住地についてはそもそ

も固定資産税も減免されていますから、課税標準が下がりますけども、いずれにしても、

まず都市計画税というのを野並議員は制度として認めておられるのか、そもそも法律に定

まっているんだけども、私は反対だったから認めないというのか、そこから始めていただ

かないと、次の議論に行かないと思います。 

 それと、報告にありますように、県内で９市はもう制度化しています。米原など、野洲

市と同時に合併した市にしてもやられていますし、後で合併した能登川とか安土とかいう

ところも導入がされています。だから、今さらここで根本から議論するのか、これからの

野洲のまちづくりでどうするのかという議論で、議論をいただくべきものかと思います。

制度論でいったら、もう法律論になってしまいます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 制度的にいえば、私は税の二重取りであり、所得に応じて税は

いただくという、応能負担というのが、私は税はそれが基本やと思います。市街地に住ん

でいるから都市計画税があるとかいうふうなのは、それは制度的に駄目だというふうに思

います。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。 

            （午後３時１７分 休憩） 

            （午後３時１８分 再開） 

○議長（橋 俊明君） ただいま市長より、反問の申し出がありましたので、反問を許可

します。反問は質問議員１人につき２回までとなっております。市長。 

○市長（山仲善彰君） さっき申し上げましたように、地方税法の議論から始まっておら

れるんですけども、それはさっき言われたように二重取りとおっしゃったわけでして、そ

れだったら、議論は全然かみ合わないです。日本の法律で認められている制度を適用しよ

うという議論をしているわけでして、野並議員は所得税１本であるべきだと考えておられ

るわけですから、消費税も値上げ反対じゃなくて、消費税も反対なわけですね、そもそも。 

 でも、税というのはさまざまな局面を捉えて、それを課税対象にして税を課する方が公

平だという考えで成り立っています。例えば、所得だけでいけば、物すごく逆にゆがみま

す。所得の多い方がどんどん取られていく。 

 大都市に住んでいたら物すごく便宜が高いです。自分で車を持たなくても地下鉄がある。
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野洲でもそうです。この間も文化ホールでコンサートがあったから、休憩時間、後ろでし

ゃべっておられた高齢のお二人がタクシー２００円取られるようになって使いにくくなっ

たなと、でも、駅に行ったり、病院行くのにタクシーを使わざるを得ないと。でも、一定

の市街地におられる方は買い物にしてもタクシーを使われなくて行けます。もちろん歩け

なくなったら別ですけども。 

 ということは、所得だけで生活の便宜というのは判断できないわけです。あるいは子ど

もさんが高校に行っておられて、歩いていける距離だったらいいけども、そうでない方は

所得があっても毎朝送り迎えするとか、あるいは子どもさんが苦労して自転車で行くとか、

生活を多面的に捉えて公益の財源を負担しない限り、所得税１本でいくというふうに思っ

ておられるのか、ちょっとそこをもう一回確認したいと思います。 

 それと、地方税法で認められている都市計画税というのは制度として認められないと、

そこから始まるので、そこの２点、所得税１本でやるべきという税論なのか、そして、そ

れからすると、資産税も消費税も、いろんな課税対象に着目した税というものを認めてお

られないのか、そこをはっきりしていただきたい。 

○議長（橋 俊明君） ただいまの反問に対する発言を求めます。野並議員。 

○１４番（野並享子君） 最初から言っていますように、税というのは応能負担が原則だ

というふうに思います。所得の高い人ほど税が多い、税金が高い。それの再配分をすると

いうことで格差を是正するという、そういうなんが基本だというふうに思います。ですか

ら、消費税も導入のときからこれは逆累進だからだめだと。累進課税で行くべきです。で

すから、今現在、所得が１億円以上の方の税率が下がっています。累進で行ってないんで

す。天が所得１億円になったら税率が下がる、何で下がるかいうたら株です。株のもうけ

のある人、１兆円の所得で野洲の中におられませんよ。１兆円の所得いうたら、そんなん

もう何本の指に入るでしょうかね。１億円の所得ね、１兆円じゃない。１億円の所得です

よ。売上げではなくて。１億円の所得というふうな形になったら、本当に国民の中にもそ

んなに何千人、何百人、何百万人もいるようなそんな状況と違います。ですから、基本は

応能負担、これが原則です。 

 消費税が導入される前は、高額のものに対する税負担が大きいという、そういう３ナン

バーやらね、いろんな形で、宝石とか。要は、お金の出せる人には税金が高いというあの

物品税がなくなりました。いう意味においては、やはりどんどんどんどんと全部からお金

のない人、赤ちゃんからも取っていくというのが消費税ですので、こういった税はもとも
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と駄目。都市計画税そのものも駄目です。所得の応能負担と関係ありませんから。ですか

ら、資産を持っておられる方が、その資産によって利益を上げたと、その利益を上げたこ

とに対して税を取る。それが必要だと思います。 

 けども、資産を持っていても利益を生まないのに、そこに税をかけるということは根本

的に間違っているというふうに思います。 

 それと、今、駅の周りに住んでいるから便利でしょうと、便利です。けども、結構高か

ったですよ、買ったとき。そういう意味では評価額が高いから買うときも高いというのが

現実やと思います。 

 高くて、私とこみたいに２０坪しかないんですよ。２０坪しかないけども、狭いけども

便利やからということで購入をしました。いろいろ選択があると思います。広い土地でも

っと農村地域で、もっと環境も空気も物すごくいいところを選ばれる方もあるでしょうし、

それはもうその人の生き方、考え方だと思います。 

 それと、今、減免がされるというておっしゃいましたが、２００平米以下の土地、そり

ゃ、３分の１になると書いています。けど、最近、竹ヶ丘で売ってはる土地の面積を見ま

すと、大体２０１平米以上なんですよ。２００平米切っているうち少ないんと違いますか。

ということは、あそこ竹ヶ丘は市街化調整区域やけども、区画整理事業で行われている、

３分の１が適用されないという地域になると思いますので、皆さん、若いご夫婦が住んで

おられますから、大変な負担増になるということを思っております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員、１点だけ、私からあれですけども、市街化調整区域に

区画整理はないですね。あれはおそらく地区計画だと思います。区画整理ではないですね。

要らんこと言いました。 

 反問をこれで終了します。引き続き、野並議員、質問を続けて下さい。 

○１４番（野並享子君） 竹ヶ丘は地区計画で住宅がつくられております。野洲の中で３

カ所あります。 

 次に４点目に移ります。法人税の減収や国の制度改正で地方財政が悪化していることは

承知しています。国の制度改悪でそのしわ寄せを市街地に住んでいる者に負担を求めるの

はいかがなものでしょうか。国に対して財源抑制をやめさせることを全国の市長会などか

らも強く求めるべきではないでしょうか。市長の見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 
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○市長（山仲善彰君） 国への提案ですが、これは既にやっております。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） ぜひ強力に進めて下さい。 

 次、５点目、地方の税収を上げることも必要であり、住宅リフォームの助成制度や保育

所の増設や医療費無料化の拡大で子育て安心のまちをアピールし、若者の定住を図れる施

策を強めるべきではないでしょうか。市長の見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野洲市ではこれまで市内の事業所の設備投資の促進のいろんな支

援とか、あるいは子育て支援、これは働く場の創設という意味ですけども。あと、子育て

支援では学童保育、こども園、さっきから申し上げているようにさまざまな施策をやって

います。中学校の給食もそうですし、空調なんかも今年なんか全国は大騒ぎでした。大阪

の市なんかは市長会をあげて暑いから何とかと迫られているので、これも全国市長会で統

一要望にしましたけども、野洲市なんかは既にこのあたりも進んでいます。 

 ただ、今、野洲の課題は何かというと、これまで言っていますように、道路と移動の手

段と、あと土地利用計画です。野洲市の若い世代が住もうと思っても、住む土地がない、

あるいは事業所が拡張しようと思っても道路も使える土地もないし、市街化区域が狭い。

守山、栗東の２分の１以下、市街化区域の率が。草津の３分の１以下です。これは異常な

状態です。 

 野洲は何か魅力がないから人口がふえないとかおっしゃっていますけど、そういう話と

全く違いまして、道路と土地利用計画、それをうまく機能させようと思ったら治水・排水

対策です。これがまさにこれからの若い世代が住める対策です。 

 市役所の職員でも野洲出身ですけども、守山、草津に住んでいる人、結構います。なか

なか手ごろな土地がない。あるいは野洲の事業所の社長とか工場長さんもほとんど野洲に、

残念ながら住んでいません。いい物件がないんです。この状態を打開しないと駄目ですけ

ども、本当に基盤整備に充てるお金が全くないです、このまま行ったら。 

 ずっと縮小再生産をしています。かつて駅前にあった事業所の税収が使い切れんほどあ

ったその夢をずっと見続けて、その財源がなくなってからでも、さっき切れとおっしゃっ

た逆の大判振る舞いをいっぱいして、かなり厳しい状況です。 

 でも、その中でもできるだけ子育て支援とか子どもの対応には少なくとも私になってか

らは、かなり手厚くやってきたつもりです。だから、お金が欲しいんではなくて、これか
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ら本当に野洲市が少なくとも湖南の４市の中で同等に都市施設を整備していこうと思えば、

都市計画税なしでやることはかなり厳しいと思います。 

 この間もちょっと議論したので、誰かの答弁に入れてくれているんじゃないかと思うん

ですが、例えば湖南広域消防、ここにも議員さん４人居ていただいていますけども、この

間も決算認定の議会もありました。あそこで１人当たり幾ら負担しているのか、これは均

等割ではないですよ、野洲市民の税金で負担しているわけです。ただ、制度としては各町

均等割と人口割でやっていますから、１人当たり１万数千円です。赤ちゃんから高齢者ま

で入れて。実質は救急車と消防車の維持のために、１人当たり１万数千円。４人家族だっ

たら５万ぐらいです。野洲が一番高いんです。比率からすると。均等割は人口が少なけれ

ば不利になりますから。 

 こういったことを考えて、これを４市並みに野洲はお付き合いで出しているわけですよ、

一般財源の中から。じゃ、その分、子育てに使えるお金、ましてや都市公園とか都市計画

街路に出すお金が全くない。先ほど、よくわかりました。野並議員はずっと町の時代から

やっておられて、丼勘定だと。丼勘定ではこれからの都市は発展しません。少なくとも大

津から長浜までのまち並みの制度を、何に使うのか、どういう整備をするのか、これは野

洲の場合はきちっと今は市民の皆さんに問いかけていますけども、当たり前にある、自動

車だったら少なくとも前輪、後輪がなかったら走りません。極端な言い方をすればどっか

の車輪一つ抜きで何とか運転しているような車みたいなもんですよね、今。 

 だから、私としてはこれは当初から必要だと思っている。合併のときに議論して逃げて

いるわけですね。これは逃げるでしょう。無投票で選挙したかったら逃げますよ。そして、

内部資料を見たら、厳しいから平成２２年には制度化するとなっているけども、また次が

あるから逃げているわけですよ。私がなって、厳しい。内部からも言われた。だから、１

年間一生懸命やりましたけども、また合併解消といわれるといかんと思ったので、最後で

は改めてといって収めました。 

 今後、ここまでやるべきことは定住支援はかなりやれていると思います。足らないのは、

もう一回言いますけども、道路、土地利用計画、都市基盤整備、そのための財源として提

案していますので、野並議員はそもそも税法に反対ですから、これ以上申し上げても議会

は進まんと思いますけども、趣旨はこれからの野洲市の並みの発展、少なくとも並みの発

展のための装備として都市計画税を提案申し上げているわけです。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 
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○１４番（野並享子君） こういうような感じになっておりますが、市民の皆さんに都市

計画税を導入されるということを言いますと、本当に年金生活の方々が多くなっています

から、どんどん年金が下がる中でまた税金がふえる。来年１０月には消費税が１０％とい

う、大きな国がやろうとしているもの、消費税のこの増税も共産党はやるな、中止をとい

うて、今、言っておりますけども、いろんな形で本当に皆さん、これ以上生活を切り詰め

られないというところにおられます。 

 学区の行政区懇談会で市長が発言をされて、この間の全協でおおむね了解してもらえた

というふうなことをおっしゃいましたが、そんな状況では私はなかったですね。 

            （「了解となんて言っていませんよ」という声あり） 

○１４番（野並享子君） 反対はなかったみたいな、そんな発言だったと思うんです。そ

んなん、市長が挨拶されたときに、あと行政区の要望を言う場所で、そんな市長が発言し

はったのに対して都市計画税がどうとこうとかいうふうなことは何も言えなかったという

ておっしゃっていましたから、けども、それに対して本当にやっぱり大変やなというのが

多くの皆さんの声でしたので、これから各自治会やら学区で説明会をされると思うんです

けども、なかなか皆さんの思いは厳しいということだけは伝えておきます。 

 次、最後の問題に行きます。信号機の設置について質問をいたします。通学路における

危険な箇所に信号機の設置を求めていきました。北口線の突き当たりの市三宅地先である

ところですが、見守りの方やＰＴＡからも自治会からも信号機の設置の要望は出されてい

ると思います。以前も質問しましたが、県に要望はしているがということでしたが、危険

はみんな感じているところであり、行政はどのように県と話し合いをしているのか、経緯

と見通しを明らかにされたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、野並議員の信号機の設置についてのご質問にお答

えいたします。 

 市道北口線及び市道市三宅小南線との交差点への信号機の設置についてでございますが、

市といたしましても、当該箇所は道路安全対策が必要な重要箇所であると認識をしており

まして、本年も５月１４日付けで平成３１年交通規制要望を守山警察署に提出していると

共に、実現に向け、強く要望しております。 

 要望書の提出以後も守山警察署とは個別に協議を積み重ねておりまして、守山警察署に

おいても、交通安全対策が必要な重要箇所であるとの認識をいただいております。 
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 しかしながら、県下の財政事情が厳しくて、今年度の新規の信号機設置予算はゼロであ

るとの説明を受けているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

 失礼致しました。予算が厳しいということで、滋賀県全体で信号機の設置予算はゼロで

あるという説明を受けております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 滋賀県全体で予算がゼロというちょっと異常な状況ですね。道

路を新設したら必ずつけられますよね、交差点のところには。滋賀県は新設道路をつくら

ないんでしょうかね。そんなことないと思うんですけども。 

 これは、北口線は県道ですね、市道と県道との交差点。両方とも市道ですか。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員、質問時間が終わりましたので、これで質問は終了させ

ていただきます。 

○１４番（野並享子君） まあ、よろしく。 

○議長（橋 俊明君） 次に、通告第５号、第１２番、鈴木市朗議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 鈴木でございます。先ほどから一般質問を聞いておりまして、

お二方の熱弁の後で非常にやりにくいような感じでこの場に立っております。 

 先だって、３日の朝日新聞には消費税の増税の件が出ておりました。税率２％の引き上

げによる増収は約５．６兆円というような大きな数字になっております。しかし、政府と

いたしましては、来春の参議院選、あるいは地方選挙によることを考慮して、先ほど来、

議論されております幼・保無償化の国の負担の増額を決めていったり、さまざまな対策を

講じておられます。 

 また、一般的なものにおきましては、プレミアム商品券の発行等、さまざま軽減措置を

講じられておる中で、私も心配いたしますのは社会保障関連がどのように推移していくか

ということが今後の高齢化社会に向かっての大きな課題となってくることには間違いはな

いと思います。 

 前段はそれぐらいにいたしまして、一般質問に入りたいと思います。まず、緊急通報シ

ステムの事業についてお尋ねをいたします。平成４年度に湖南消防局の緊急通報装置設置

を利用したサービスが開始されました。その後、緊急通報システム連絡協議会の合意によ

り、平成２２年９月より、大阪ガスセキュリティサービス株式会社へ移行されました。緊
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急通報システムは市内に住所を有する在宅のおおむね６５歳以上のひとり暮らし、日中の

独居を含みます。高齢者や高齢者のみの世帯の市民が対象となっています。このことに関

し、お伺いをいたします。 

 平成５年度から平成３０年度１０月現在の設置件数を皆さん方のお手元によくわかるよ

うにグラフにより表しております。サービス開始以来、平成１５年度までは順調な増加推

移、以降、平成２１年度までは横ばいないしやや下降推移、平成２２年度を機に明らかに

下降推移と言えます。 

 そこでお伺いいたします。平成１５年から２０年度は横ばいであるが、どのように思量

されるのかお尋ねをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、鈴木議員の緊急通報システム事業におけ

る１点目、平成１５年から２１年度までの設置件数の推移についてお答え申し上げます。 

 ご質問の期間におおむね符合いたします平成１７年から平成２２年の５年間の高齢単身

世帯数は２６１世帯、４３％増加していることを考えますと、この間の利用者数、いわゆ

る設置数の実数は横ばいでございますが、利用率としては下がっているという分析になろ

うかと思います。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 次に、平成２２年度大阪ガスへの移行を機に、明らかに設置数

が減少推移しているのがどのように思われますか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問の平成２２年度を機に設置数が減

少したことにつきましては、湖南消防局の緊急通報システムから大阪ガスセキュリティサ

ービスに移行する際に、既存の機器設置済み者に対しまして、状況確認を行った結果、施

設への入所者あるいは家族と同居している方等による設置不要者を含んでいたことが判明

し、取り消し等の整理を行ったことで登録者数が減少となったものでございます。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） ただいまの答弁では、調査、大阪ガスへ移行したことによりま

して、要らない方の精査ができたからやったということですね。要らない方というのはど
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のような方が今まで出しておられたんですか。その中身はどうなんですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまの質問でございますが、先ほど、私の答弁

の中にございました、今までご家庭にお住まいの方が施設に入所されて、そこも電話、そ

の装置が要らなくなったとか、あるいはご家族と同居されることになって、そのシステム

をもう使わないというようなことで外される、いわゆる不要になったということの判断で

ございました。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） よくわかりました。次に、大阪ガスへの移行と設置数との間に

因果関係があるものではないかというようなことを思うわけですが、その因果関係という

部分について、今おっしゃったようなこともあるかと思いますが、大阪ガスへの移行をそ

れを機にどういうような事象が起こっているんですかということをお尋ねしたいと思いま

す。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問でございますけども、１つ前に答

えました原因につきまして、私どもの分析では不要になったその分の精査ということでご

す。会社が変わったことによって、その中身的なことについては特段変わっておりません

ので、直接的な原因、因果関係というのはないと、そのように考えております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 次に、大阪ガスへ移行されたことによる功罪、例えば消防局の

事務作業、そういうようなものが軽減されていったということは、これは確認できるわけ

ですが、その他、何かございますか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまの質問の大阪ガスへ移行されたことによる

功罪についてというご質問でございますが、鈴木議員、今おっしゃったように、湖南消防

局の中でやっておられたのを大阪ガスの方に出しましたので、功罪につきまして、１つ、

市の方としての考え方の功罪についてお答えの方をさせていただきたいと思います。 

 まず、功績の方でございますけれども、湖南消防の方の緊急通報システムから現在のシ
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ステムに移行したことによって、光電話を利用している方にもご利用いただけるようにな

りました。また、受託者、大阪ガスによる月１回の安否確認のためのお元気コールも開始

いたしまして、利用者の安心へとつながっております。 

 さらに、従前のシステムの折には、機器の設置の立ち会いを市の職員がやっておりまし

たり、あるいは保守メンテナンスや電池交換の業務も市職員がその当時は実施していまし

たことから、それらの業務も現在のシステムに移行したことによる事務の負担軽減につな

がっていると考えております。 

 一方、湖南消防の緊急通報システムから移行したことによる罪過の方についてでござい

ますが、現在のシステムは、湖南消防時代のシステムと、各機能を項目において同等また

はそれ以上でありますし、したがいまして、当該２者間、システムが移行したことによる

観点では、デメリットは特に生じていないと、そのように認識しているところでございま

す。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） よくわかりました。次にお伺いします。設置数の減少は市民が

このサービスは不必要と感じているのではないかと、このデータから見たらですね、そう

いうように思いますが、まず、私もこの質問するにあたりまして、そのような方から固定

電話がないから、それが使えないというようなことを受けましたので、だからこのような

質問をさせていただくということを申し添えておきます。こういう部分について、設置件

数の回復あるいは増加させる方策というのはお考えなんですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問でございますけれども、設置件数

の回復、増加させる方策についてということでございますが、市の方といたしましても、

一定のニーズは引き続き、今後もあると考えておりますけれども、確証のための実質的な

ニーズ調査というのは現時点では行っていません。したがいまして、次年度、湖南４市の

方で業者を選定する時期にあたりますので、潜在的なニーズをまず把握したいと考えてお

ります。 

 その結果、今、見込んでいるとおり、設置にかかるニーズが確認されることを前提にい

たしますと、今以上の制度の周知のことも含めまして、利用しやすいような、要件の見直

し等も検討した上で設置件数についてふやすことにつながると、そのように考えておりま
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す。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） では、次に移りたいと思います。 

 皆様方のお手元のグラフ２、３により、お伺いをいたします。グラフ２、３に明らかな

ごとく、高齢者、高齢者単身世帯は今後も増加することは明らかであります。グラフ３に

よれば間もなく一般世帯に対する高齢者世帯率が５０％に達しようとしています。 

 そこで、このサービスをはじめ、２５年が経過しておりますが、今のシステムを継続す

ることを前提として、今後、どのように設置数が推移し、施策としてどの程度の設置数を

想定しているのかお伺いをいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問でございますけども、今後の施策

としての設置数の想定ということではございますけれども、今のこのシステムのままの移

行ということを前提にいたしますと、引き続き、横ばいあるいは微減という推移で行くも

のと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 高齢化世帯に入って、固定電話を廃止される家庭がたちまち新

聞を取りやめておられます。固定電話もこれは基本でもかかることですから、高齢者の方

は自分が携帯を持っておられますので、それでほとんど対応されておられます。そうした

方々がこのシステムを使えないということが現在起こっているわけなんですよ。だから、

相談に来られた方もそういう方です。ですから、その辺はやはり改良していかなければな

らんと思うんですね。そうした改良して、それが実現できればもっと利用者は私はふえる

と思うんですね。 

 このグラフを見ていただいてもおわかりになるように、あえてこういうグラフを私つく

ったんです。そうしたときに、やはり高齢者の安心・安全をどこで担保するかということ

が必要になってくるわけですね。新たなシステムの開発というのは、広域全体で広域組合

の議員さんもおられますが、全体でこの議論をされたというようなことはあるんですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問でございますけども、現システム
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における、鈴木議員がおっしゃいます固定電話でしかつなげないという制限も当然ござい

ます。その分につきましては、湖南４市で構成しております緊急通報システムの連絡協議

会の方でその議論がされております。というか、そういうご指摘がございました。そのご

指摘を受けまして、現在のシステムの管理者であります受託者の方に問い合わせをしたん

ですが、現制度システムとしてはその携帯電話ではできないという回答の方を得ておりま

す。 

 そこで、鈴木議員がおっしゃるように、そういうニーズがあるということで今回ご質問

をいただいているわけなんですが、先ほど、私、答弁の方で言いましたけども、委託の業

務でございますので、期間がございます。その期間が今、今度目の前に来ておりますので、

その委託期間の今度の切り替えの際に、その辺のニーズも把握した上で、どのような委託

にするかということも含めて検討の方をさせていただきたいと、そのように考えておりま

す。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 次に９番に移りたいと思います。平成２１年度の緊急連絡協議

会議事録に、昨今の通信事情にシステムがマッチしていないとの記載がある。このことに

関して、それ以後、討議されたのか、また具体的な方策は検討されたのか、お伺いいたし

たいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまご質問にあります平成２１年度の緊急連絡

協議会の議事録の内容でございますが、その内容では昨今の通信事情とは、アナログ回線

にしか対応できなかった当時のシステムの指摘の内容でございます。その指摘を受けまし

て、その後、２６年度に導入された現行のシステムで、先ほどもメリットのところで、私、

答弁のところで申し上げましたが、光電話あるいはデジタル回線に対応可能となっている

状況でございます。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） ただいまお答えをいただきましたが、私が申し上げております

携帯等での通信というのは、これは望みがあるわけですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 
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○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 今回の質問を頂戴いたしまして、いろいろなこのシ

ステムの関係の機器の調査をしまして、携帯電話で対応する機器も他社の方での取り扱い

はございました。しかし、料金設定等々、その辺につきまして、今の現行との価格差等も

ございますので、その中で次期、切り替えの際にそのようなことの思量も踏まえた上で、

検討の方をしていくというように、先ほど答弁の方をさせていただいた次第でございます。 

 以上、回答とします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） いろいろと質問をして、固定電話でなく携帯電話のみの世帯が

増加していることを申し上げました。この当該サービスを受ける希望があっても、固定電

話限定のサービスが受けられない状況が生まれているということも申し上げました。 

 ところが、やはりこの平等な行政サービスが求められる中において、これは私はゆゆし

き問題だと思うんですが、その辺はどのようにお考えですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問につきましては、確かに使える使

えないというその差があるというのは事実でございます。そこについては認識の方をして

おるわけなんですが、携帯電話をお使いの方につきましては、この制度が入った昭和の一

桁時代からしますと、もう何十年と携帯の方もお使いであろうかと思います。その使い慣

れたその中で携帯を使っておられまして、今のこの緊急ボタンのこの部分につきましては、

ボタンを押すその行為ぐらい、ぐらいというたら失礼になりますど、いろんな体の具合、

認知の度合いとか、そういうようなところでいろんなことができないそのときにおけるボ

タンという考え方がございますので、携帯電話を持っておられる方もそのボタンしかのそ

このとこにつなげるという意味では必要性はあろうかとそのようには思いますが、そこに

まだ至らない分につきましては、ある程度、携帯でワンボタンで１１９とか、ワンボタン

で一番身近な親戚の方につながる設定をするとか、そういうような多機能の部分で一定対

応されている方も、今現在はおられるとは思いますけれども、総じて言いますと、先ほど

からのご指摘のことがございますので、携帯電話のその部分でのシステムに対応できるそ

の分について今後検討の方をさせていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） ただいま、携帯でも対応できるというようなことで、前向きに
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検討するということをおっしゃっていただきましたが、今の回答の中で１１９を押したら

直接消防の方につながるということです。そして、また９を押すと、その関係地所へ伝わ

るということをお聞きいたしました。 

 そのようなことを高齢者の方は、高齢者というんか、こういうものが必要な方ですね、

ご存知であるのかないのか、その辺、例えば老人会でも何でもよろしいやんか、そういう

高齢者が集まられるときにでも、そのようなことをやはり周知してあげて、それでこの緊

急通信システムの利用だけじゃなしに、さまざまな緊急の手を差し伸べられるような施策

をつくり上げていってほしいというような思いをするんですが、どうですか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ご質問というよりも、ご提案ということで、そのよ

うな形でいろんな機会を捉えまして、こういう制度があることの周知の方に努めていきた

いと、そのように考えております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） いろいろと申し上げましたが、この状況、全国的な事象と認識

されますが、先進事例の収集や研究をされていると思いますが、こういったものはどうい

うような形で取り組まれておられますか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのご質問でございますけれども、先進事例

とかの収集、あるいは研究についてのご質問でございますけれども、先ほどから次の切り

替えにおける４市の話し合いのその場面を想定しておりますので、その場面において先進

事例等を踏まえまして、収集もいたしまして、検討の方をさせていただきたいと考えてお

ります。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） やはり、この高齢者の緊急事態に即対応できるようなシステム

の構築、あるいは今答弁いただきました１１９の９の携帯の番号を押すと、自分のそれが

即関係機関への伝わるという、そういうことにも配慮しながら進めていってもらいたいと

思います。 

 最後に、私も長いこと広域行政に関わっておりました。そのときからずっと感じており

ますのが、先ほど市長がおっしゃっていましたように、野洲市で広域に拠出しているのは
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５億、６億までだと思いますが、市民１人当たり約１万数千円の負担というようなことを

ずっと今までから感じておりました。 

 その中で、この広域行政予算に占めるこの事業の予算額と比率、予算額というのはこれ

は大阪ガスへ委託されておりますので、その分ですね。そういうことがおわかりでしたら、

ちょっとお知らせ願いたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、本事業の予算額とその比率ということな

んですが、予算額はあくまでも予算ですので、２９年度の実績額で答えの方をさせていた

だきたいと思います。 

 ２９年度の実績額で４市全体の委託料といたしましては、１，３５１万６，３８８円で

ございます。それで、本市分の委託料につきましては、７１万８，６９２円でございます。

比率にいたしまして、５．３％でございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） ありがとうございます。４市で１，３５１万６，３８８円、本

市では７１万８，６９２円ということですね。予算に占める割合が５．３％ということで

すので、このような数字で、私は委託してるんのにもっと上に上がっているかなと思った

んですが、このような数字で高齢者の安心・安全を担保できるようなことであれば、今後、

ますます普及していただけるような施策を構築していただけますよう、よろしくお願いい

たします。 

 またさらに、病気の早期発見、治療につながり、ひいては医療費の削減になると思いま

す。今後もこのサービスの提供の努力をお願いいたします。 

 以上です。 

 次に、県道野洲停車場線、電線共同溝及び歩道整備工事についてお尋ねをいたします。 

 無電柱化は、防災・安全・快適・景観の観点から通行空間の確保及び住環境の形成など

を目的として行われております。当市においても県南部土木事務所道路課の工事発注によ

り、平成２０年度より歩道整備が着手されました。工事全体延長、電線共同溝、新幹線ま

で延長３３０メーター、歩道は国道８号線まで７４０メーターですね、これが新幹線から

８号線までは整備済みとなっております。 

 この事業の概要及び進捗について、９月広報で市長のメッセージの方で情報をお出しし
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ておりますが、これについて少しお伺いをいたします。平成２６年８月２１日、全員協議

会で示された工程表（案）によると、宅内引き込み電柱の抜柱と完成年度が平成２９年度

となっていたが、平成２６年１２月１８日の全員協議会資料による工程変更が示され、全

体工程完了が平成３０年度完了とある。しかし、広報では完成が３１年度と広報されてい

ます。この理由をお尋ねいたします。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、鈴木議員の県道野洲停車場線、電線共同溝及

び歩道整備工事についてのご質問のうち、まず１点目の工事完成が平成３１年度と広報さ

れている理由につきましてお答えを申し上げます。 

 当初、電線共同溝及びバリアフリー歩道整備工事は、平成２９年度の完成の予定でござ

いました。しかし、平成２６年度に電線共同溝工事における妓王井川を横断する工事につ

きまして、立坑築造の深さが変更されたことによりまして、全体工程が平成３０年度まで

延長されたというところでございます。 

 また、当該施工区間におきまして、沿道建物付近の地下埋設物が想定よりも多かったこ

とですとか、また新たな開発事業との調整など、工事を進める中で、いろいろな調整が必

要な課題が発生してまいりまして、県が工程を見直されました結果、全体工程が平成３１

年度までかかるということを滋賀県より報告を受けました。 

 このことから、広く市民の皆様に情報を提供するために、広報９月号におきまして、市

長がメッセージでお知らせをされたところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） では次に、妓王井川推進工法の当初計画の変更、この当初計画、

妓王井川は大変だと思います。駅前が浸水するのも妓王井川のかかっている橋が低いため

に、水がそこで滞留して駅前の方にずっと広がっていくというのが１つ大きな原因やと思

います。これを雨水幹線で排水処理していくという観点で、これは私も賛成していかんな

らん立場ですので、その辺を思慮しているんですが、この当初計画の変更ですね、しっか

りした県がやっておるのに、どういうこっちゃやろうなと思って、立坑の問題やらいろん

なもんが絡んでくると思いますが、その辺がどのような計画をされたんですか。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ２点目の妓王井川推進工法の変更についてお答えをさせ
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ていただきます。 

 妓王井川を横断します電線共同溝工事につきましては、平成２３年度に詳細設計が行わ

れ、平成２６年度から施工を予定されておりました。ところが、基礎杭の延長を調査され

たところ、当初の想定よりも深く６．５メートルのところにあったということが判明いた

しました。 

 このことから、平成２６年度は立坑築造工事のみの施工とされまして、もともと同じ年

度で予定をされておりました推進工事を平成２７年度から施工されるということになりま

したので、この時点で全体の完了予定が平成３０年度に変わったというものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 立坑の長さが当初は３．８やったか、３．５でしたかな、３．

８で見ておったんですね。それが６．５に変更になったということで、かなりの立坑の長

さが変わってきたということですが、県もぼんやりしとるもんやね。こんなもん、超音波

か何かで測定したらすぐ出るのと違うの。そういう誤差があっても仕方がないと思います

が、それだけの工事ですから、今後、県が主体してやってますけんど、市の方としてもで

きるだけ目を光らせてもらうように努力していただきたいと思います。 

 次に、県では駅前交差点から新幹線までの区間を、第６期滋賀県無電柱化推進計画対象

箇所として位置づけされているが、これについての概算予算はいったい幾らぐらい。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ３点目の概算予算のご質問でございます。第６期滋賀県

無電柱化計画にかかります概算予算につきましては、事業主体でございます滋賀県から約

５億５，０００万円であるというふうに伺っております。 

 なお、５億５，０００万円の事業費のうち、国の交付金として約３億円の充当を見込ん

でおられます。また、市の負担金といたしましては、昨年度までで約２６０万円の負担を

させていただいております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） ありがとうございます、えらい詳しく教え願いまして。国が５

億５，０００万、５億５，０００万の中で国が３億、市が２６０万ということですね。新

幹線から国道８号線までの歩道整備済みのところを見ていても、なかなか気持ちよく出来
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上がっております。ありがたいことにね。駅前のロータリー付近でも、車に乗ってずっと

通行している限りでは、その無電柱化になっているというのも気がつかんと思う、真正面

だけしか見いひんから。その辺が視野が狭くなるんですよね、車に乗っているときは。歩

道を歩くと、なるほど視界がばっと広げて、電柱がない、これほどすばらしいものはない

なと、それだけは感謝しております。ありがとうございます。 

 次に、市単独事業による駅前整備事業にあわせた無電柱化延長とその費用はいかほどで

すか。市単の事業ですね。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、４点目の駅前整備事業の市単のところでござ

いますが、野洲駅南口駅前広場整備事業にあわせました電線共同溝の整備延長と費用につ

きましてお答えをさせていただきます。 

 市の整備事業につきましては、平成２４年度から２６年度にかけまして、市道野洲駅南

口広場線第２期整備工事及び第４期整備工事といたしまして整備をさせていただいたもの

で、整備延長は、上下線で２３０メートルでございます。その費用でございますが、電力

及び通信事業者の建設負担金を除きまして、約６，８００万円となっております。この事

業費に対しまして５５％の国の交付金もその財源としておりますことから、市の負担につ

きましては約３，０００万円程度となっているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） 私はもっとかかっているものかなと思っているわけですね。例

えば、滋賀銀行さんとかそういう事業所がかなり線を入れるのに複層していると思うんで

すよ。そうしたとこもクリアして、何とか頑張っていただいているなというような思いを

持っているんですが、今後においても一日も早く無電柱化に向けて対応していただきたい

と思います。 

 それと、ここには上がっておりませんが、その共同溝に入れるシステムは大体どんなも

のが入っているんですかな。申しわけない、通告書に出していないのですぐというわけに

もいかんやろうと思いますが、どのようなもんがこう。申しわけない。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。通告にございませんので、答えられる範囲で答弁

願います。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ちょっと手元の資料の中にございませんので、またわか
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りましたら、お答えさせていただきたい思います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 無電柱化ですから、基本的に電柱にかかっているものを入れるわ

けです。電気、電話、今ですと、インターネット無線とかが基本です。水道等は別に埋設

していますので、単純な話です。 

○１２番（鈴木市朗君） それはようわかる。その他に何かあんのかなと思うて。 

○市長（山仲善彰君） ないですね。無電柱化ですから、基本的には。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） いやいや、お答え願うて。当然、無電柱化ですから、ＮＴＴあ

るいは関電、その辺が無電柱化いうのは、これは常識的な範囲の話ですから。その他にま

だあるのかいなという、主にありますやん、同じ共同溝をつくるわけですから。 

○議長（橋 俊明君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 先ほど申し上げました民間事業者の建設負担金で、負担

をいただいているところ、一緒にケーブルを入れている事業者というのが、今おっしゃっ

ていました関電、ＮＴＴ、ケイオプティコム、ＺＴＶになってございます。 

○議長（橋 俊明君） 鈴木議員。 

○１２番（鈴木市朗君） いろいろとご親切にお答え願いまして、よくわかりました。あ

りがとうございます。これで私の質問を終わります。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監より発言を求められておりますので、これを許

可します。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 先ほどの鈴木議員の質問の中の私の答弁の中で、緊

急通報システムのシステムの導入の時期、平成４年ということなんですが、それを平成一

桁と言おうと思ったんですが、昭和一桁と私言ったようでございますので、平成４年です

ので、平成一桁というように修正させていただきます。申しわけございませんでした。 

○議長（橋 俊明君） お諮りいたします。本日の会議はこれにてとどめ、延会いたした

いと思います。これにご異議はございませんか。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（橋 俊明君） ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに

決定いたしました。 

 なお、明７日は午前９時から本会議を再開し、本日に引き続き、一般質問を行います。 
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 本日はこれにて延会をいたします。ご苦労さまでございました。（午後４時１９分 延

会） 
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